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地方独立行政法人北海道立総合研究機構中期計画（平成22年度～平成26年度）
研究推進項目（環境･地質研究本部関係－抜粋）

 ５　環境及び地質に関する研究推進項目
　（１）　循環と共生を基調とする環境負荷の少ない持続可能な社会の実現
　　ア　地域から取り組む地球環境の保全に関する研究
　　　　地球規模の環境変動による影響を把握し、将来にわたって良好な環境を維持するため、環境モニタリングや

保全に関する調査研究に取り組む。
　　　・広域的な環境質の変動とその影響に関する調査研究
　　イ　生物多様性の保全に関する研究
　　　　北海道の良好な自然環境を将来にわたって維持するため、生物多様性の保全に関する調査研究に取り組む。
　　　・生態系の機構の解明及び保全に関する調査研究
　　　・野生生物種の生態及び保全に関する調査研究
　　　・野生動物個体群の保護管理に関する調査研究
　　ウ　安全・安心な地域環境の確保に関する研究
　　　　道民の健康の保護及び快適な生活環境の確保を図るため、環境汚染の低減と未然防止につながる発生源監視

や環境モニタリングなどの調査研究に取り組む。
　　　・良好な大気環境の保全に関する調査研究
　　　・健全な水環境の保全に関する調査研究
　　　・化学物質の環境リスクに関する調査研究
　　エ　循環型社会の形成に関する調査研究
　　　　北海道における循環型社会の形成を推進するため、物質収支システム等の解明に取り組む。
　　　・持続可能な物質収支システム等に関する調査研究

　（２）　地質災害・沿岸災害の防止と被害の軽減
　　ア　地震・火山噴火・地すべり等の地質災害の防止と被害軽減のための調査研究
　　　　安全・安心な地域社会を目指し、地質災害の防止、災害発生時の被害の軽減を図るため、地質現象を観測し、

特性の把握に取り組む。
　　　・活断層・地震断層の実態と活動特性の解明に関する調査研究
　　　・主な活火山の地球科学的観測と活動評価に関する調査研究
　　　・地すべり活動度評価に関する調査研究
　　イ　海岸浸食・油汚染等の沿岸災害の防止と被害軽減のための調査研究
　　　　安全・安心な地域社会を目指し、沿岸域における災害の防止、災害発生時の被害の軽減を図るため、沿岸域

の特性の解明に取り組む。
　　　・沿岸域における土砂や漂流物質の挙動及び対策手法に関する調査研究

　（３）　資源の適正な開発・利用と環境保全
　　ア　岩石・鉱物資源の開発と地質汚染対策のための調査研究及び技術開発
　　　　持続可能な地域社会の実現のため、岩石・鉱物資源の利活用を図るとともに、環境に調和した開発利用と保

全技術の開発に取り組む。
　　　・岩石・鉱物等の資源評価と利用及び特性に関する調査研究
　　　・地質由来有害物質の挙動の研究と鉱害防止対策技術の研究及び開発
　　イ　地熱温泉・地下水の適正な開発・利用・保全のための調査研究
　　　　持続可能な地域社会の実現のため、地熱温泉や地下水の持続可能な利用促進、資源評価及び保全に関する研

究に取り組む。
　　　・地熱温泉の資源評価と適正利用及び保全に関する調査研究
　　　・持続的な地下水資源の利用と地下水環境に関する調査研究
　　ウ　沿岸環境保全のための調査研究
　　　　沿岸域の持続可能な利用を行うため、沿岸域や河川の地質現象を観測し、特性の把握に取り組む。
　　　・河川及び沿岸域における水質及び底質変動要因と対策手法に関する調査研究
　　　・沿岸域における海洋特性の長期的変遷に関する広域観測及び定点観測

　（４）　環境及び地質に関する情報基盤の整備と高度利用
　　ア　環境及び地質に係る情報基盤の整備と高度利用に関する調査研究及び技術開発
　　　　環境及び地質に関する情報の普及と利活用の促進のため、基盤となる情報の整　備・公開に取り組むととも

に、情報の解析・共有手法などの高度利用に関する調査研究及び技術開発に取り組む。
　　　・環境モニタリング、GIS 情報等の整備・管理及び解析・適用に関する調査研究
　　　・基盤情報としての地質・地質環境・防災に関する情報の整備・高度化
　　　・環境情報の普及・利活用促進及び環境教育等に関する研究
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Ⅰ　沿　　革

　昭和30年代後半からの経済の急速な発展に伴い、工場等の排気ガスや排水による大気汚染、水質汚濁等の公害問題が大
きな社会問題となり、北海道は昭和45年に北海道公害防止研究所を設置し、科学的な公害の防止対策に取り組んできまし
た。
　その後、社会経済情勢の変化や生活様式の多様化等から、従来の公害問題に加えスパイクタイヤ粉じん、生活排水等に
よる都市型・生活型公害、化学物質の使用による地下水の汚染、さらには酸性雨や温暖化等の地球規模の環境問題への対
応が求められてきました。
　また、無秩序な自然の改変等による緑の減少や野生動植物の絶滅が危ぶまれる一方、自然とのふれあいを求める住民の
ニーズが高まり、自然の保護と利用や野生生物の保護の在り方が課題となってきました。
　このため、平成３年５月にこれまでの公害防止研究所を拡充改組し、野生動植物の保護など自然環境を含む環境問題に
総合的に対処するため、北海道環境科学研究センターが設置されました。
　その後、国内外の社会情勢が急激に変動する中で、道民のニーズも、より複雑化し多様化するなど、道立試験研究機関
を取り巻く状況が大きく変化してきたことから、道立試験研究機関がこれまで果たしてきた機能の維持及び向上を図り、
これらの変化に柔軟に対応できる組織へと改革していくため、22の道立試験研究機関を単一の地方独立行政法人とする検
討が行われ、平成20年２月に「道立試験研究機関の改革及び地方独立行政法人制度導入に関する方針」が示され、当該法
人の設立に向けた準備が進められました。
　平成22年４月に、北海道の出資により、６研究本部からなる地方独立行政法人北海道立総合研究機構が設立され、環境・
地質研究本部に環境科学研究センターが設置されました。
　現在、センターの組織は、地球環境や地域環境の保全などに関する監視測定や調査研究等を行う環境保全部、野生生物
の保護管理に関する調査研究等を行う自然環境部の２部からなっています。

　昭和45年４月　　本道の公害に関する調査研究、監視測定及び技術指導を行うため、企画部の出先機関として北海道公
害防止研究所を設置し、道立衛生研究所の施設の一部を使用して発足

昭和46年�2月　　現庁舎の建設
昭和47年４月　　生活環境部の出先機関に機構改正
昭和53年８月　　機構改正により、総務部を設置、同部に庶務課、企画課を設置
昭和54年１月　　環境に関する図書、資料等を収集、管理及び提供するため、環境情報資料室を開設
昭和54年５月　　副所長職の設置
昭和57年５月　　機構改正により、大気部及び水質部に科（各３科）を設置
昭和6�年５月　　大気部及び水質部に主任研究員を設置
昭和63年４月　　保健環境部の出先機関に機構改正

　平成３年５月　　環境科学研究センターに機構改正。旧大気部、水質部を環境保全部、環境科学部に再編し（各３科）、
総務部の庶務課を総務課、企画課を企画調整課とし、新たに自然環境部（２科）を設置

平成５年３月　　庁舎の増改築工事の完成
平成５年４月　　自然環境部に自然環境保全科を設置
平成６年４月　　環境保全部に化学物質科を設置
平成９年６月　　環境生活部の出先機関に機構改正
　　　　　　　　自然環境部に道東地区野生生物室を設置
平成�0年４月　　自然環境部に道南地区野生生物室を設置
平成�2年４月　　総務部に環境ＧＩＳ科を設置

　平成�2年４月　　総務部を企画総務部に名称変更、環境保全部の化学物質科を廃し、同部に化学物質第一科、化学物質
第二科を設置

平成�3年３月　　化学物質研究棟の建設
平成�3年４月　　特別研究員(招へい型)を自然環境部に配置（平成�8年３月まで）
平成2�年４月　　環境GIS科を企画総務部から環境科学部に移管

　平成22年４月　　道立の試験研究機関から地方独立行政法人北海道立総合研究機構に移行し、環境・地質研究本部に「環
境科学研究センター」として設置
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○広域的な環境問題に係る調査研究
○地球温暖化に係る調査研究

○大気環境保全に係る調査研究
○騒音振動及び悪臭に係る調査研究及び検査

○持続可能な物質収支システムに係る調査研究
○高度な測定技術に係る試験研究

○水環境の保全に係る調査研究
○測定精度管理に係る調査研究

○基盤情報の整備・高度化に係る調査研究
○廃棄物に係る調査研究

○環境GISに係る調査研究
○環境情報の普及・利活用促進及び環境教育等に関する調査研究

○化学物質の動態評価に係る調査研究
○大気発生源に係る調査研究及び検査

○化学物質の計測技術に係る調査研究
○ダイオキシン類及びPCBｓに係る調査研究及び検査

○植生、植物種の分布等に関する調査及び研究
○希少種の保護及び増殖に関する調査及び研究
○自然の復元、回復等に関する調査及び研究

○自然生態系（自然環境）の保全、管理に係る調査及び研究
○自然環境の評価手法に係る調査及び研究
○希少鳥類に係る調査及び研究に関すること

○流域環境における環境汚染物質の動態に係る調査及び研究
○流域環境の保全・管理に係る研究及び調査

○野生生物の生態及び保全に係る調査及び研究
○希少種の保護及び増殖に係る調査及び研究
○野生動物個体群の保護管理に係る調査及び研究

○道東地区における野生生物種の生態及び保全に係る調査及び研究
○道東地区における希少種の保護及び増殖に係る調査及び研究
○道東地区における野生動物個体群の保護管理に係る調査及び研究

○道南地区における野生生物種の生態及び保全に係る調査及び研究
○道南地区における希少種の保護及び増殖に係る調査及び研究
○道南地区における野生動物個体群の保護管理に係る調査及び研究

【地球・大気環境Ｇ】

【情報・水環境Ｇ】

【化学物質Ｇ】

【生態系保全Ｇ】

【保護管理Ｇ】

道 南 地 区
野生生物室長

主 査
（地球環境）

主 査
（大気環境）

主 査
（循環システム）

主 査
（ 水 環 境 ）

主 査
（基盤情報）

主 査
（環境ＧＩＳ）

主 査
（動態評価）

主 査
（計測技術）

主 査
（植生保全）

主 査
（生息地保全）

主 査
（保護管理）

道 東 地 区
野生生物室長

主 査
（流域環境）

Ⅱ　組織・事務分掌
（平成23年４月１日現在）
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Ⅲ　職員の状況
［１］　職員名簿� � （平成23年６月１日現在）

所 長

副 所 長

環 境 保 全 部 長

（地球・大気環境グループ）

研 究 主 幹

主 査 （ 地 球 環 境 ）

主 査 （ 大 気 環 境 ）

主査（循環システム）

（情報・水環境グループ）

研 究 主 幹

主 査 （ 水 環 境 ）

主 査 （ 基 盤 情 報 ）

主 査 （ 環 境 Ｇ Ｉ Ｓ ）

藤　澤　理　樹

二　瓶　文　夫

岩　田　理　樹

野　口　　　泉

秋　山　雅　行

川　村　美　穂

酒　井　茂　克

芥　川　智　子

山　口　高　志

田　原　るり子

高　田　雅　之

三　上　英　敏

阿　賀　裕　英

五十嵐　聖　貴

濱　原　和　広

西　野　修　子

小　野　　　理

（化 学 物 質 グ ル ー プ）

研 究 主 幹

主 査（動 態 評 価）

主 査（計 測 技 術）

自 然 環 境 部 長

（生態系保全グループ）

研 究 主 幹

主 査（植 生 保 全）

主 査（生 息 地 保 全）

主 査（流 域 環 境）

（保 護 管 理 グ ル ー プ )

研 究 主 幹

主 査（保 護 管 理）

道東地区野生生物室長（兼）

道南地区野生生物室長

福　山　龍　次

大　塚　英　幸

加　藤　拓　紀

永　洞　真一郎

山　口　勝　透

姉　崎　克　典

矢　原　　　優

間　野　　　勉

西　川　洋　子

島　村　崇　志

玉　田　克　巳

石　川　　　靖

沼　辺　明　博

北　川　房　穂

宇　野　裕　之

長　　　雄　一

宇　野　裕　之

稲　富　佳　洋

上　野　真由美

釣　賀　一二三

近　藤　麻　実

環
　
　

境
　
　

保
　
　

全
　
　

部

環
　

境
　

保
　

全
　

部

自
　
　

然
　
　

環
　
　

境
　
　

部

所　属　・　職　名 氏　　　名 所　属　・　職　名 氏　　　名



事業概要

Ⅳ　事業概要（平成22年度）
［１］　各部事業概要

　環境科学研究センターは、本法人の「中期計画」及び同
別紙の「研究推進項目」に基づき、大気汚染、水質汚濁等
の公害の防止、化学物質による環境汚染、酸性雨や温暖化
などの地球環境問題、野生動植物の分布・生態や希少種の
保護など、環境に関する総合的な調査研究及び環境に関す
る情報の収集を行っている。
　また、当センターの技術や知見を生かし、道内外からの
研修生の受入れ、他研究機関との研究交流、各種委員会へ
の参画や講演会への講師派遣、情報の提供等を行っている。
　（「研究推進項目」（抜粋）は、目次裏に掲載。）

１　環境保全部

　広大な面積と良好な環境に恵まれている本道において、
地域環境を保全し道民の健康の保護及び快適な生活環境の
確保を図ることが求められている。
　しかし、環境問題は地域だけにとどまるものではなく、
本道をとりまく周辺環境、日本全体、東アジアさらに地球
規模といったより広域的な視点も重要である。
　環境保全部は、大気、水質、化学物質、廃棄物など様々
な分野における地域環境の保全や生活に密着した環境問題
に取り組んでいるばかりでなく、広域環境汚染や地球規模
の環境問題を把握し、将来にわたって良好な環境を維持す
るための調査・研究を進めている。また、環境情報の整備
や高度利用に関する調査研究にも取り組んでいる。
　地球・大気環境グループは、大気環境、大気発生源、騒音・
振動、悪臭など地域における良好な大気環境の保全に関す
る調査研究を進めると同時に、酸性雨問題やオゾン等長距
離輸送汚染物質など北海道をとりまく広域的な環境問題、
さらに温暖化など地球規模の環境問題に取り組んでいる。
　情報・水環境グループは、海域、河川、湖沼、土壌、さ
らに漁場環境保全や土地利用など健全な水環境の保全に関
する調査研究を進めているほか、循環型社会の形成推進の
ための廃棄物問題にも取り組んでいる。また、リモートセ
ンシング技術やＧＩＳ手法を活用した解析や高度利用に関
する調査研究のほか、環境に関する基盤情報の整備、環境
教育などを通しての環境情報の普及・利活用促進にも取り
組んでいる。
　化学物質グループは、ダイオキシン類の発生源監視、Ｐ

ＣＢ廃棄物処理事業に係るモニタリングなど化学物質の環
境への影響評価や低減に向けた調査研究を行っているほ
か、残留性有害汚染物質の動態評価や生物への蓄積など化
学物質の環境リスクに関する調査研究に取り組んでいる。
　
２　自然環境部

　本道は、北方的色彩の強い森林や湿原、海岸植生など豊
かな自然に恵まれており、そこには、ヒグマやエゾシカな
どの哺乳類、タンチョウやシマフクロウなどの鳥類、レブ
ンアツモリソウやヒダカソウといった希少植物など様々な
野生生物が生息・生育している。
　自然環境部では、これらの良好な本道の自然環境を将来
にわたって維持するとともに、道民の健康で快適な生活環
境の確保を図るため、生物多様性の保全や流域環境の保全
を目的として、調査研究を進めている。
　生態系保全グループでは、生態系の機構解明、野生生物
種の生態及び保全と、河川・流域の環境に関する調査研究、
技術支援などを行っている。
　植生保全については、植生や植物種の分布の実態を把握
し、保全対策の基礎資料を得るための調査研究を行うとと
もに、希少植物種の保護、自然の修復等に関する調査研究
に取り組んでいる。
　生息地保全については、生息地の保全などの生態系の保
全と管理に関する調査研究及び自然環境の評価手法に関す
る調査研究を行っている。
　流域保全については、地域における貴重な環境資源であ
る湖沼の環境保全を図るため、集水域の汚濁負荷特性、湖
内における物質の循環特性や生態系の構造特性等の課題に
取り組んでいる。
　保護管理グループでは、野生生物の保護管理や野生生物
の生態及び保全に関する調査研究、技術支援などを行って
いる。
　保護管理については、個体群動態に関する研究や移動・
分散など野生生物の行動や生態に関する調査研究を組織
的、継続的に取り組んでいる。
　道東地区野生生物室では、道東地域のエゾシカを中心と
した野生生物の生態、保全及び保護管理などの調査研究を
実施している。
　道南地区野生生物室では、道南地域のヒグマを中心とし
た野生生物の生態、保全及び保護管理などの調査研究を実
施している。

［２］　事業別概要
１　戦略研究
　　該当なし
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環境科学研究センター所報　第１号　20��

（1） ヒグマとのあつれ
き回避のための研究

（2） 北海道生物多様性
保全モニタリングに
関する研究

（3）　北海道産サケ野
生集団の評価と流域
生態系の動植物に及
ぼす影響の解明

林業試験場
酪農学園大学
森町、上ノ国町、NPO法人等

林業試験場
中央農業試験場
札幌市立大学 

さけます・内水面水産試験場、林
業試験場、地質研究所
衛生研究所、東北大学大学院農学
研究科、北海道大学大学院地球環
境科学研究院
（宗谷、留萌、日本海、渡島、胆振、
日高、釧路、十勝、根室、北見地区
各管内さけます増殖事業協会）

　ヒト生活圏を含めたヒグマの生息環境の利用状況及び堅果
類の結実状況と行動との関連調査のほか、既存のヒグマ出没
情報データによる問題発生のハザードマップを作成するとと
もに、地域住民との連携による広範囲の堅果豊凶モニタリン
グの試行により住民参加型の豊凶予測ネットワーク整備の課
題について検討を行った。

（生態系保全Ｇ、保護管理Ｇ）

　生物多様性保全の観点から、石狩低地帯をモデル地域とし
て、生態系のモニタリング手法を確立し、自然再生のための
生態系の評価基準を明らかにするとともに、一次産業との共
生を図り、生態系の規模や構成、空間配置等広域的な自然環
境の評価手法の確立について検討を行うため、各対象生態系
及び哺乳類・鳥類について、調査及び解析を実施した。

（生態系保全Ｇ、保護管理Ｇ、情報・水環境Ｇ）

　北海道のサケの野生集団に関して、最新の遺伝組成分析に
比較形態学的解析を加えて各集団の遺伝特性評価を実施し、
特定河川における資源量評価手法を検討した。
　また、サケマスが河川生態系と河畔生態系並びにそこに生
息する野生動植物に寄与する効果の解明とその評価手法開発
の検討を行った。

（生態系保全Ｇ）

研究課題名

２　重点研究

３　経常研究

課　　　　題　　　　内　　　　容 共　同　研　究　先

（1） PM2.5 発生源寄与
評価及び地域特性に
関する研究

　都市域（札幌市、室蘭市、旭川市、釧路市）及び清浄地域（利尻島、根室市落石、江差町）
において、粒径が2.5μm以下の粒子状物質（PM2.5）を中心とした大気質の長期モニタリングを
継続実施し、水溶性成分、金属成分等の濃度レベルや季節変動、地域特性等を把握した。
　なお、長距離輸送による影響については、産業技術総合研究所との共同研究「PM2.5及び健康
に影響するエアロゾル成分の長距離輸送に関する研究」において知見を得たほか、国立環境研
究所及び全環研との共同研究「PM2.5と光化学オキシダントの実体解明と発生源寄与評価に関す
る研究」において解析法に関する技術の習得を行った。

（地球・大気環境Ｇ）

（2） 油による環境汚染
事故における油種判
別に関する研究

　石油製品等に含まれる構成物質のパターンを把握し、流出後に受ける温度や光の影響による
変化の基礎的データを収集した。これらの結果をデータベース化するとともに、分析作業の簡
便化について検討を行った。

（地球・大気環境Ｇ）

（3） 低周波音を考慮し
た鉄道騒音に関する
研究

　北海道新幹線で使用される海峡線において、２地点で騒音評価レベルに関する騒音等データ
セットを、低周波音の影響が懸念される１６地点において低周波音、騒音、振動等データセッ
トを作製するとともに、それらの音響特性について検討した。

（地球・大気環境Ｇ）

（4） 希少草原性鳥類の
生息環境評価に関す
る研究

　湿原における希少草原性鳥類の生息環境因子を全道レベルのマクロスケールと個体の行動域
レベルのミクロスケールで評価し、繁殖場所として重要な生息環境の条件を明らかにすること
で、希少草原性鳥類とその生息環境保全の課題について検討するため、シマアオジが生息する
地域で現地調査を実施するとともに、全道規模で得られた分布情報のデータ整理を行った。

（生態系保全Ｇ）

研究課題名 課　　　　題　　　　内　　　　容
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事業概要

（5） 地球環境問題検討
調査

ア　温室効果ガス等環境調査
　フロン類等温室効果ガスを含むＶＯＣｓの都市域及びバックグラウンドにおける濃度を把握
するため、札幌市、根室市落石岬で調査を行った。
イ　酸性雨降水影響調査
　酸性雨による陸水の影響を継続的に把握するため、コックリ湖（蘭越町）において水質モニ
タリング調査を行った。

（地球・大気環境Ｇ、情報・水環境Ｇ）

（6） 保全方策強化推進
調査

「北海道自然環境保全指針」で抽出した「すぐれた自然地域」の中で、自然環境関係の法令に
基づき指定されていない地域のうち、自然公園等の指定など、保全方策の強化を図ることを目
的に、地域指定のための自然環境等補足調査を実施し、地域指定の基礎資料とした。

（生態系保全Ｇ）

（7） 湿原生態系保全対
策推進事業（湿原植
生定期モニタリン
グ）

　湿原生態系の変化を早期に見い出し適切な保全対策を講ずるため湿原保全プランを策定した
４湿原のうち、クッチャロ湖湿原、雨竜沼湿原について、生態系の変化を継続的に把握するた
め、定点調査区において植生の定期モニタリング（定点観測）を行った。

（生態系保全Ｇ）

（8） 野生動物分布等実
態調査（ヒグマ広域
痕跡調査）

　野生動物（ヒグマ）の適正な保護管理を進めるうえで必要とされる科学的な基礎情報を得る
ため、分布、生態、個体数等の生息実態に関する調査を行い、全道域でヒグマ痕跡をモニタリ
ングし、地域ごとの個体数動向の基礎資料とした。

（生態系保全Ｇ）

（9） 野生動物分布等実
態調査（ヒグマ個体
群動態調査）

　野生動物（ヒグマ）の適正な保護管理を進めるうえで必要とされる科学的な基礎情報を得る
ため、分布、生態、個体数等の生息実態に関する調査を行い、有害駆除等の際の回収試料の生
物学的分析によって、各種個体群パラメータ及び人間活動との軋轢の実態について監視した。

（生態系保全Ｇ）

（10） 騒音・振動悪臭
対策調査

ア　航空機騒音環境調査
　道内の主な飛行場・空港周辺における航空機騒音に係る環境基準の達成状況を把握するた
め、札幌飛行場、旭川空港、函館空港において航空機騒音調査を実施した。

（地球・大気環境Ｇ）

（11） 渡島半島ヒグマ
対策推進事業ヒグマ
モニタリング調査（個
体群動態関連調査）

　ヒグマによる人身事故の防止、農作物等被害の予防とヒグマの地域個体群の存続を目的とし
て、重点地域である渡島半島地における取組みを進める際に必要な項目のうち、特に個体群の
動向に関わるモニタリングを実施した。

（保護管理Ｇ）

（12） エゾシカ総合対
策事業（生息環境調
査）

　鳥獣保護法の規定によるエゾシカ保護管理計画（第３期平成20年３月）に基づき、エゾシカ
の個体数を適正に管理するため、環境収容力及び植生に及ぼす影響を調査した。

（保護管理Ｇ）

（13） エゾシカ総合対
策事業（個体数指数
調査）

　鳥獣保護法の規定によるエゾシカ保護管理計画（第３期平成20年３月）に基づき、エゾシカ
の個体数を適正に管理し、被害の軽減を図るため、個体数の動向把握及び個体数推定を目的と
した個体数指数の調査研究を行った。ライトセンサス調査、航空機調査はカウント調査により
頭数及び群れ構成の把握等を行った。また、ＪＲ列車事故の解析手法の検討は、北海道旅客鉄
道株式会社の協力を得て行い、地域及び時期別の列車支障件数の解析を行い事故抑制策の検討
を行った。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　（保護管理Ｇ）

（14） エゾシカ総合対
策事業（捕獲状況調
査）

　鳥獣保護法の規定によるエゾシカ保護管理計画（第３期平成20年３月）に基づき、エゾシカ
の個体数を適正に管理するため、狩猟統計を用いて狩猟努力量当りの捕獲数及び目撃数の解析
を行った。
　また、妊娠率や幼獣の加入率などの個体群パラメータの検討を行った。         （保護管理Ｇ）

研究課題名 課　　　　題　　　　内　　　　容
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環境科学研究センター所報　第１号　20��

（1） 発生源監視（ばい

煙発生施設等立入検

査）

　大気汚染防止法に基づくばい煙発生施設に対する立入検査

　（SOx、NOx、HCl、ダスト、VOC）を10振興局25施設について行った。

（地球・大気環境Ｇ、化学物質Ｇ）

（2） 有害大気汚染物質

モニタリング調査

（長期モニタリング）

　千歳市内の２地点（住居地域及び幹線道路端）において年12回（24時間採取）、優先的に取

り組むべき有害汚染物質に指定された22物質のうち、ＶＯＣ（9）、アルデヒド類(2）、酸化エ

チレン、金属(5）、水銀及びベンゾ(a）ピレンの19物質についてモニタリングを行った。

（地球・大気環境Ｇ、化学物質Ｇ）

（3） 指定物質排出施設

規制指導

　室蘭市において、コークス炉を対象施設として施設周辺地域５地点で年４回ベンゼンの調査

を行った。

（地球・大気環境Ｇ、化学物質Ｇ）

（4） 国設大気測定所の

管理運営

　国設札幌大気汚染測定所の維持管理を行った。

　ア　以下の自動測定器の保守、点検及びデータの確定を行った。

　　　SO2、NO、NO2、CO、Ox、SPM、HC、気象、PM2.5

　イ　酸性雨関連の調査として、国設札幌大気汚染測定所で自動採取した湿性降下物の成分分

　　　析を行った。

（地球・大気環境Ｇ）

（5） 国設利尻酸性雨離

島局の管理運営

　国設利尻酸性雨離島局（利尻町）において、SO2、NOx、O3、PM10、PM2.5、気象の各自動

測定機及び酸性雨自動採取分析装置の維持管理を行った。また、自動採取した湿性降下物及び

フィルターパックによる乾性沈着物の成分分析を行った。

（地球・大気環境Ｇ）

（6） ダイオキシン類対

策調査

ア　ダイオキシン類対策特別措置法に基づく立入検査

　　排ガス、燃え殻、ばいじん：８振興局13施設について実施した。

　　排水：４振興局６施設について実施した。

イ　公害防止協定に基づく立入調査

　　１振興局２施設について実施した。

ウ　民間委託先とのクロスチェック分析

（地球・大気環境Ｇ、情報・水環境Ｇ、化学物質Ｇ）

（7） 酸性雨モニタリン

グ（土壌・植生）調査

　知床の土壌および植生調査を行い、当センターはそのうち土壌調査を行った。

調査項目は土壌酸性度、水分含量、PH（H20）、PH（KCl）、交換性陽イオンおよび陽イオン

交換容量。

（地球・大気環境Ｇ）

（8） 鉄道騒音測定調査 　実態把握が十分でない在来鉄道騒音について、「在来鉄道騒音測定マニュアル」に示されて

いる測定方法に従って測定調査を行うことにより、在来鉄道騒音の実態把握のためのデータを

収集するとともに、測定方法に関する課題等を検討した。

（地球・大気環境Ｇ）

研究課題名 課　　　　題　　　　内　　　　容

（15） エゾシカ総合対

策事業（次世代エゾ

シカマネジメントシ

ステム）

　鳥獣保護法の規定によるエゾシカ保護管理計画（第３期平成20年３月）に基づき、エゾシカ

の個体数を適正に管理するため、効果的な捕獲方法及び航空機による密度の層別化手法の検討

を行った。

（保護管理Ｇ）

４　道受託研究
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事業概要

（9） 化学物質環境汚染
実態調査

　地球規模での蓄積や拡散が進行しつつある化学物質について、環境の安全性を点検するた
め、次の調査を実施した。
ア　分析法開発調査
　水質試料中のポリ（オキシエチレン）=オクチルフェニルエーテルの分析法開発を行った
イ　初期環境調査
　大気試料中のジメチルスルホキシドほか１物質、石狩川底質中の２物質について調査を
行った。
ウ　詳細環境調査
　水質試料中のセリウムほか10物質、底質試料中１物質、大気試料中１物質について調査を
行った。
エ　モニタリング調査
　石狩川、十勝川の水質、底質、天塩川、苫小牧港の底質、旭川市内の大気及び釧路沖、日
本海沖の魚を対象にアルドリン、ＰＣＢ等26群を含む29物質群について調査を行った。

（地球・大気環境Ｇ、化学物質Ｇ）

（10） 建設作業振動測
定調査

　建設作業のうちでもっとも振動に関する苦情が多い建家の基礎解体作業を対象に「建設作業
振動に係る振動測定マニュアル（案）」の測定方法に従って振動測定調査を実施し、建設作業
等に係る振動の実態把握を行うとともに、測定・評価マニュアルの問題点等について検討し
た。

（地球・大気環境Ｇ）

（11） 河川・海域類型
指定調査（類型見直
し）

　紋別海域において、環境基準類型見直し調査を実施し、海域10地点、２河川の水質・底質調
査から過去のデータを総合解析し、類型指定見直しに資する報告書を作成した。

（化学物質Ｇ）

（12） 水質測定業務の
民間委託による精度
管理

　公共用水域等の水質分析の民間委託に伴い、分析委託機関に対し査察や標準物質の定量等に
より精度管理を実施した。

（情報・水環境Ｇ）

（13） 北海道希少野生
動植物調査委託業務

　「北海道希少野生動植物の保護に関する条例」（H.13）に基づき、道内に生息・生育する絶
滅のおそれのある野生動植物の保護対策の推進に資するため、指定植物の生育状況モニタリン
グ調査（指定植物21種）を行った。
　また、希少植物の保全に資するため、比較的個体数の多い海岸植物や林床植物についての繁
殖特性等の生態調査を行った。

（生態系保全Ｇ）

（14） 北 海 道ＰＣＢ廃
棄物処理事業に係る
環境モニタリング

　ＰＣＢ廃棄物処理施設（室蘭市）の運用に伴う環境影響調査として、施設排気（７系統２
回）、施設排水（１系統２回）、周辺海水（２地点２回）、周辺海域底質（１地点１回）、周
辺環境大気（月別調査を１地点12回、季節別調査を５地点４回）の測定を行った。

（地球・大気環境Ｇ、情報・水環境Ｇ、化学物質Ｇ）

（15） 処分場排出水調
査

　クローズド型最終処分場における埋め立て物の早期安定化に向けた散水等の管理のあり方に
ついて検討するため、道内６施設において散水状況や浸出水の水質等について調査を行った。

（地球・大気環境Ｇ、情報・水環境Ｇ、化学物質Ｇ）

（16） 大沼地域畜産環
境保全対策事業

　畜舎で発生する洗浄水や豚尿などの浄化に向けた対策を講じるとともに、土壌診断に基づい
た家畜糞尿や化学肥料の適正施肥の実践を通じて、余剰たい肥の流通促進に向けたシステムの
構築を推進し、大沼地域の環境負荷の低減に資するため、水質調査を行った。

（生態系保全Ｇ）
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環境科学研究センター所報　第１号　20��

研究課題名

５　一般共同研究

課　　　　題　　　　内　　　　容 共　同　研　究　先

（1） サロマ湖漁場環境
保全調査

　サロマ湖には、官民の機関で環境保全対策協議会により、
物質循環モデルを構築しようとしており、まだ観測されてい
ない試料の測定を実施した。

（情報・水環境Ｇ）

地質研究所
栽培漁業振興公社

（2） 摩周湖周辺におけ
る排気ガス等の状況
に関する研究

　摩周湖に来訪する車両や越境大気汚染による環境への影響
を把握するため、オゾン、窒素酸化物及び酸性霧などの大気
汚染物質等の試料採取、分析を行った。

（地球・大気環境Ｇ）

クボタ環境サービス（株）

（3） 釧路湿原湖沼の自
然再生に向けた研究

　環境省が推進している釧路湿原自然再生事業に貢献するた
め、タッコブ湿地帯における栄養塩の負荷機構について、調
査研究を行った。

（情報・水環境Ｇ）

（株）いであ

（4） 摩周湖外輪山にお
ける霧水組成に関す
る調査研究

　摩周湖外輪山における森林衰退原因の一つと考えられてい
る霧水の組成を把握するとともに、採取された霧水試料の有
効利用を検討することを目的に、霧水試料の捕集方法の検討
及び霧水試料の保存方法について検討を行った。

（地球・大気環境Ｇ）

（株）ドーコン

（5） 摩周湖外輪山にお
ける樹木衰退状況に
関する調査研究

　摩周湖における大気汚染物質の把握とそれらによる植物の
影響を調査した。調査項目は、酸性ガス状物質とその二次生
成粒子状物質、対象樹種は、ダケカンバとブナで、植物影響
があると思われる地域については、リモートセンシングなど
を用いて主要因の解明を行った。

（地球・大気環境Ｇ）

弟子屈町

（6） 札幌市に出没する
ヒグマに関する研究

　札幌市に出没するヒグマの個体識別や遺伝的特徴を把握す
るとともに、積丹･恵庭地域個体群との関係について検討し
た。

（生態系保全Ｇ、保護管理Ｇ）

札幌市立円山動物園

研究課題名

６　公募型研究

課　　　　題　　　　内　　　　容 共　同　研　究　先

（1） 生態系管理のため
のエゾシカによる自
然植生への影響把握
と評価手法の確立

　森林を対象に、木本、林床植生及びエゾシカの採食痕の調
査を実施し、エゾシカが森林植生に及ぼす影響評価手法の検
討を行った。また、湿原を対象に、空中写真を用いてシカ移
動帯の抽出を行うとともに、ＧＩＳを用いた立地評価を行
い、湿原域におけるエゾシカの影響をモニタリングする手法
を検討した。　　　　　　　　（保護管理Ｇ，情報・水Ｇ）

林業試験場
北海道大学
酪農学園大学

（2） 防腐剤（ＣＣＡ）処
理木材の自動判別方
法及び有効利用に関
する研究

　ＣＣＡ処理木材を判別しバイオマス原料として有効利用す
るため、自動判別法、硫酸による重金属除去・糖化法につい
て研究を行なった。当センターにおいては、重金属含有硫酸
からの硫酸の分離回収法について検討を行なった。

（情報・水環境Ｇ）

工業試験場
北海道大学工学部
林産試験場

（3） サロベツ湿原と稚
咲内湖沼群をモデル
にした湿原・湖沼生
態系総合監視システ
ムの構築

　主としてサロベツ湿原を対象として、ＧＩＳ及びリモート
センシング技術を用いて、広域的な湿原生態系のモニタリン
グ手法の開発に向けて、定点カメラによる植生フェノロジー
及び中長期変化の把握手法、エゾシカによる攪乱影響の追跡
手法及び広域的な環境変動解析の手法を検討した。

（情報・水環境Ｇ）

北海道大学
北海道教育大学
農業工学研究所
（株）水工リサーチ
ＥnＶision環境保全事務所
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事業概要

（4）クマ類の個体数推
定法の開発に関する
研究

　ヘア・トラップ法による個体数推定法及び個体数推定に関
わる効果的なＤＮＡ分析、補完法・代替法、個体群モデルに
よる生息数及び生息動向分析法を確立するとともに、これら
を統合し、実用的なツキノワグマ及びヒグマの生息数及び個
体群動向推定について検討を行った。

（生態系保全Ｇ、保護管理Ｇ）

（財）自然環境研究センター
日本大学、（株）野生動物保護管理
事務所、国立大学法人山形大学、
岩手県環境保健研究センター、早
稲田大学、国立大学法人岩手大
学、国立大学法人横浜国立大学、
独立行政法人森林総合研究所

（5） 環境変動下におけ
る泥炭湿原の炭素動
態

　サロベツ原野を対象として、様々な形態の炭素フローを微
気象学的、水文学的、土壌学的、生態学的手法を用いて測定
し、湿原生態系の炭素収支を定量評価するとともに炭素動態
を明らかにする。
　さらに、湿原の炭素動態に与える環境攪乱の影響を評価す
るとともに、湿原の炭素蓄積量を推定した。

（情報・水環境Ｇ）

北海道大学

（6） 東アジアの森林生
態系におけるエアロ
ゾルの沈着量と動態
の評価

　森林生態系におけるエアロゾルの沈着量と動態の評価を目
的とし、亜寒帯地域の森林として北海道北部において，エア
ロゾルのフラックス直接測定法による集中観測を行う。当セ
ンターでは、幌延町の北大天塩研究林にてエアロゾル成分の
測定を行った。

（地球・大気環境Ｇ）

明星大学
（独）国立農業環境技術研究所
酸性雨研究センター
北海道大学
電力中央研究所

（7）森林生態系に対す
るガス状物質乾性沈
着の多角的評価

　東京農工大のＦＭ多摩において、湿性沈着、乾性沈着成分
の通年調査と乾性沈着の評価を行い、調査手法の改良、評価
手法の更新を行った。

（地球・大気環境Ｇ）

東京農工大学

（8） 硝酸の三酸素同位
体組成を指標に用い
た大気から沈着した
窒素の環境動態解析

　一般環境中のNO3の三酸素安定同位体（Δ17O）を実測す
ることで大気汚染物質由来のNO3のトレーサーとしての信頼
性を検証するため、利尻町および札幌市における降水成分調
査、フィルタ－パック調査を行った。

（地球・大気環境Ｇ）

北海道大学
国立環境研究所
東京海洋大学

（9） 温暖化と土地利用
形態が水・窒素の及
ぼす影響評価

　土地利用形態と河川水質（ＰＯＭ同位体）の関連について
検討するために、道内主要河川にて調査を行った。

（情報・水環境Ｇ）

北海道大学

（10） ニホンジカの分
布拡大過程と空間構
造の解明

　　【自然環境関係・
環境保全部】

　森林生態系の保全と効果的な個体群管理を行うため、安定
分布している北海道東部地域と新たに分布が拡大した西部地
域のニホンジカ個体群を対象に、分布情報及び狩猟カレン
ダーの解析、GISデータと生息地モデルを用いた空間解析、
DNA解析等を行い、①個体群の遺伝的な空間構造を明らか
にするとともに、②空間明示的モデルを開発し個体数変動に
及ぼす要因の検討を行った。

（保護管理Ｇ、情報・水環境Ｇ）

北海道大学、東京農工大学、酪農
学園大学、独立行政法人農業環境
技術研究所 

（11）景観要素と種の多
様性の関係分析に基
づく地域生態系保全
計画手法

　森林等の景観要素と生物種の多様性との関係性を明らかに
し、それに基づいて生物多様性上重要な地域を抽出するた
め、多様性に関する尺度を構築し定量化するとともに、目的
と対象に応じた効果的な保全方法について検討した。

（情報・水環境Ｇ）

酪農学園大学
北海道大学

（12）バイオマスの利活
用を機軸とした地域
循環圏のモデル化と
普及方策に関する研
究

　北海道の豊富に賦存するバイオマス（廃棄物系、未利用）
について、地域特性とバイオマスの種類に応じた地域循環圏
のモデルを提案しケーススタディの解析を行う。当センター
ではCCA処理木材のリサイクルシステムについて検討を
行った。

（情報・水環境Ｇ）

北大工学部
国連連合大学
中央農業試験場
工業試験場
（財）日本産業廃棄物処理振興センター
㈱パシフィックコンサルタント
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環境科学研究センター所報　第１号　20��

研究課題名

７　受託研究

課　　　　題　　　　内　　　　容 共　同　研　究　先

（1） GEMS/Wa t e r

ベースラインモニタ

リング（摩周湖）

　摩周湖（弟子屈町）における地球環境モニタリングプロ

ジェクトの一環として水質及びプランクトン調査を行った。

（情報・水環境Ｇ）

国立環境研究所

（2） 温室効果ガス関連

物質の長期的環境濃

度モニタリング調査

　

　落石岬地球環境モニタリングステーション（根室市）及び

国設利尻酸性雨離島局（利尻町）において、大気中粒子状物

質の採取並びに成分分析を行い、流跡線解析等を用いて汚染

物質の長距離輸送による影響把握や近隣発生源からの影響に

ついて検討した。

（地球・大気環境Ｇ、化学物質Ｇ）

国立環境研究所

（3） 水質農薬残留に係

る調査

　農耕地から流出した農薬の環境中における残留実態につい

て、散布区域内及びその周辺における状況を把握するため、

千歳市の水田に散布された農薬の調査を行った。

（生態系保全Ｇ）

［環境省委託］

4） 大気中残留農薬に

係る調査

　航空防除を目的として散布された農薬の環境中における残

留実態について、散布区域内及びその周辺における状況を把

握するため、千歳市内の水田に散布された農薬（フサライド

及びエトフェンプロックス）の大気中濃度及びドリフト量の

調査を行った。

（地球・大気環境Ｇ、化学物質Ｇ、生態系保全Ｇ）

［環境省委託］

（13） えん麦野生種を

核とした長期輪作体

系の構築とその粗飼

料利用による耕畜循

環システムの確立

　シストセンチュウによる被害を受けにくい謳歌的な輪作体

系づくりを支援するため、簡易GISを用いた圃場管理システ

ムを構築するとともに、衛星画像を用いた広域的な被害分布

把握に向けた被害個体の分光特性を明らかにした。

（情報・水環境Ｇ）

道南農業試験場

酪農学園大学

雪印種苗

檜山農業改良普及センター

研究課題名

８　職員奨励研究

課　　　　題　　　　内　　　　容

（1） 発生源 PM2.5 測定

に関する研究

　

　発生源PM2.5測定法について、流動床ボイラやペレット小型ボイラを対象として、光散乱ダ

スト濃度計（DDM-HAL2）を併用して、ISO法、３段式インパクタによるPM2.5測定法の現場

比較を行い、測定上の問題点と対策法の効果などを解明した。

（地球・大気環境Ｇ）

研究課題名

９　その他の研究等

課　　　　題　　　　内　　　　容 共　同　研　究　先

（1） 北海道東北ブロッ

クガス状酸性化成分

等濃度分布調査

　これまでの酸性雨及び積雪成分調査結果に加え、ガス状酸

性化成分等の調査を行うことにより北海道東北地域における

酸性化現象による総合的な環境影響評価を行った。

（地球・大気環境Ｇ）

全国環境研協議会北海道・東北支

部参加機関

（2） 全国環境研協議会

　酸性雨全国調査

　日本全域における酸性沈着による汚染実態を把握するため

湿性沈着及び乾性沈着のモニタリングを行った。

（地球・大気環境Ｇ）

全国環境研協議会参加機関
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事業概要

（3） 北方森林域におけ
る大気沈着成分調査

　北方森林域における大気沈着成分の動態を明らかにし、森
林における物質循環を解明するため幌加内町の北大雨龍研究
林において湿性沈着及び乾性沈着調査を行った。

（地球・大気環境Ｇ）

北海道大学

（4） 森林生態系の物質
循環機能モニタリン
グ－乾性大気汚染沈
着量の観測調査－

　炭素循環に影響を及ぼす森林における大気沈着成分の動態
を明らかにし、森林における物質循環を解明するための基礎
資料を得ることを目的に、北大天塩研究林において大気汚染
物質の濃度測定分析および乾性沈着量の評価を行った。

（地球・大気環境Ｇ）

北海道大学
国立環境研究所

（5） ブナ林衰退地域に
おける総合植生モニ
タリング手法の開発

　全国各地でブナ林の衰退が報告されているが、全国的な衰
退状況把握及び原因検討はほとんど行われていない。ブナ林
生態系の健全度に関する総合調査マニュアル（案）を作成す
ること、ブナ林を有する多くの都道府県が参画する総合植生
モニタリングのネットワークを構築することを目標とし調査
を行った。

（地球・大気環境Ｇ）

国立環境研究所
全国環境研協議会参加機関

（6） 大気粉じんバイオ
アッセイによる遺伝
毒性及び環境ホルモ
ン活性を指標とした
地域特性の調査研究

　日本各地において採取された大気試料に関して、各種バイ
オアッセイ法による曝露モニタリング法及び地域特性に関す
る検討を行った。

（化学物質Ｇ）

国立環境研究所ほか

（7） ダイオキシン類及
びＰＣＢＳの発生源
解析に関する研究

　環境モニタリングによって得られるデータについて、数値
だけでなくダイオキシン類及びＰＣＢＳを異性体毎に分析
し、汚染の由来やその寄与の度合いについて解析して、より
わかりやすい形で視覚的に情報提供する環境影響解析手法を
開発した。

（化学物質Ｇ）

国立環境研究所

（8） 残留性化学物質
データの組織化と発
生源解析

　日本国内における各環境媒体とそれらに影響を及ぼす主要
な発生源のダイオキシン類及びＰＣＢの異性体プロファイル
を収集し、発生源解析法としてＣＭＢ法の整備を進め、それ
により推定される発生源寄与率や挙動に基づいた発生源対策
の構築を検討した。

（化学物質Ｇ）

統計数理研究所ほか

（9） 遺伝子情報を活用
した野生鳥類の持つ
微生物の時空間的分
布様式の把握

　カモ類の腸内寄生体及び餌生物を遺伝子情報から把握する
ため、十勝にてカモ類の捕獲を行い、糞等を採取した。ま
た、鳥類及び哺乳類の餌生物となり得る植物を採取し、遺伝
子情報を得るための試料の検討を行った。

（保護管理Ｇ）

酪農学園大学獣医学部・環境シス
テム学部

（10） 希少野生動植物
種保護増殖事業（エ
トピリカ）

　環境省の「エトピリカ保護増殖事業計画」に基づき、繁殖
個体群回復のため、モニタリング調査への技術支援等を行っ
た。

（保護管理Ｇ）
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環境科学研究センター所報　第１号　20��

研修及び講習会名 対　象　者開催年月 主　催　者 開催場所 講師等名

１　研修会、講演会等への講師派遣

ブナセンター講座「増えている・
エゾシカ」
摩周・水環境フォーラム

札幌市ヒグマ対策委員会

環境学習セミナー

エゾシカの保護管理に係る勉強会

第26回大学等環境安全協議会技術
分科会
風蓮湖・春国岱フィールド講座①
「草原の鳥を知ろう！」

教職員研修会

環境・エネルギー問題セミナー

教職員研修講座
理科特別研修講座（夏季）
浜の薬「ハマボウフウ」の資源復活
作戦と「浜辺の有効活用」による山
菜ビジネス創出支援プロジェクト
環境モニタリング技術研修

ヒグマ対策研修会

ヒグマ対策専門研修会

弟子屈町役場管理職研修会「北海
道の環境」
環境教室

初心者のためのリモートセンシン
グ衛星データ利用講習

摩周湖の透明度を探る

きたネット発　北海道環境活動交
流フォーラム2010

北のランドスケープ研究集会

JICA平成21年度集団研修「共生
による森林保全コース」
道総研ランチタイムセミナー「ヒ
グマ出没の背景を探る」
道総研ランチタイムセミナー「エゾ
シカを食べて生物多様性を守る」
野生生物の保護管理～エゾシカを
中心に

平成22年
4月

平成22年
5月

平成22年
5月･12月
平成22年

6月
平成22年

6月
平成22年

7月
平成23年
7月2日

平成22年
8月

平成22年
8月

平成22年
8月

平成22年
8月

平成22年
8月

平成22年
9月

平成22年
9月

平成22年
10月

平成22年
10月

平成22年
10月

平成22年
10月

平成22年
10月

平成22年
10月

平成22年
10月

平成22年
10月

平成22年
10月

平成22年
10月

一般市民

一般市民

市職員

一般市民

北海道釧路総合
振興局職員
分科会参加者、
一般市民、学生
一般市民

幼稚園教諭、事
務職員
民間企業、官公
庁、一般
小・中・高教職
員
北海道留萌振興
局及び苫前町職
員
自治体職員

一般市民

市町村担当者等

弟子屈町職員

小中学生

地方自治体、研
究機関、教育機
関等
一般市民

一般市民

研究集会構成員

JICA研修生

一般市民

一般市民

一般市民

黒松内町ブナセンター

弟子屈町

札幌市市民まちづくり局地
域振興部
環境学習フォーラム北海道

北海道釧路総合振興局

大学等環境安全協議会

財団法人日本野鳥の会サン
クチュアリ室春国岱原生野
鳥公園
北邦学園

北海道産学官研究フォーラ
ム
北海道立教育研究所

北海道留萌振興局産業振興
部

環境省環境調査研修所

北海道

北海道

弟子屈町

弟子屈町

（財）リモート・センシン
グ技術センター

川湯エコミュージアムセン
ター
特定非営利活動法人
北海道市民環境ネットワー
ク
北のランドスケープ研究集
会
国際協力機構（JICA）

北海道立総合研究機構

北海道立総合研究機構

えべつ地球温暖化対策協議
会

黒松内町

弟子屈町

札幌市

札幌市

釧路市

札幌市

根室市

北広島市

札幌市

江別市

留萌市
苫前町
小平町
埼玉県　
所沢市
江差町

乙部町

弟子屈町

弟子屈町

札幌市

弟子屈町

札幌市

札幌市

札幌市

札幌市

札幌市

江別市

宇野裕之

野口　泉

間野　勉

五十嵐聖貴

稲富佳洋

間野　勉

玉田克巳

原口　忍

高田雅之

芥川智子

西川洋子
島村崇志

沼辺明博

釣賀一二三

釣賀一二三

原口　忍
野口　泉
原口　忍
野口　泉
山口高志
酒井茂克
高田雅之

五十嵐聖貴

間野　勉

間野　勉

宇野裕之

間野　勉

宇野裕之

宇野裕之

［３］　研修会の講師派遣等
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事業概要

COP10パートナーシップ事業「クマ
の保全から生物多様性を考える」
サロマ湖シンポジウム

保護地域内外におけるエゾシカの
現状と対策について
市民フォーラム「お花畑は今…」

サロマ湖調査結果検討会

講演「厚岸湖の水質について」

北海道気候変動観測ネットワーク
設立記念フォーラム
平成22年度「雨竜沼湿原保全プラ
ン推進連絡会議」
クッチャロ湖環境フォーラム2011

九大セミナー

平成22年度ヒグマ対策研修会

森林ボランティア研修会「エゾシ
カ対策」
平成22年度釧路湿原国立公園パー
クボランティア研修会

平成22年
10月

平成22年
11月

平成22年
11月

平成22年
11月

平成22年
12月

平成23年
1月

平成23年
2月

平成23年
2月

平成23年
3月

平成23年
3月

平成23年
3月

平成23年
3月

平成23年
3月

一般市民

関係機関及び
一般市民
環境省職員

一般市民

関係者

漁協、自治体職
員
研究者、大学生
一般市民
関係行政機関

一般市民

学生、関係者

市町村担当者、
狩猟者ほか
一般市民

パークボラン
ティア

日本クマネットワーク

佐呂間町

環境省北海道地方環境事務
所長
北海道高山植物保護ネット

サロマ湖養殖漁業組合

北海道

（財）北海道環境財団、道
総研環境・地質研究本部
北海道空知総合振興局

特定非営利活動法人クッ
チャロ湖エコワーカーズ
九州大学

北海道根室振興局保健環境
部環境生活課
北海道森林ボランティア協
会
環境省北海道地方環境事務
所釧路自然環境事務所

東京都

佐呂間町

札幌市

札幌市

札幌市

厚岸町

札幌市

雨竜町

浜頓別町

福岡市

根室市

札幌市

標茶町

釣賀一二三

福山龍次

宇野裕之

宇野裕之

福山龍次

福山龍次

小野　理

島村崇志

原口　忍

福山龍次

間野　勉

宇野裕之

稲富佳洋

大学の名称 役　職 担当講座・講義名等 期　間 職 氏　名

２　大学への講師派遣

酪農学園大学

北海道大学

酪農学園大学

北海道大学

酪農学園大学

酪農学園大学

酪農学園大学

非常勤講師

非常勤講師

非常勤講師

非常勤講師

非常勤講師

非常勤講師

非常勤講師

空域環境論

総合科目（教養）講義「湿原の科学」

北方圏生物学

ヒグマ学入門

保全生物学

生物どうしのつながりが多様性を生み出す
－受粉をめぐる花とマルハナバチの関係－
野生生物観察同定実習

平成22年４月１日から
平成22年９月30日まで
平成22年10月１日から
平成23年３月31日まで
平成22年４月１日から
平成22年９月30日まで
平成22年10月１日から
平成23年３月31日まで
平成22年９月21日から
平成23年３月31日まで
平成23年１月17日

平成22年９月21日から
平成23年３月31日まで

環境保全部
研究主幹
環境保全部
研究主幹
自然環境部
研究主幹
自然環境部
研究主幹
自然環境部
主査
自然環境部
主査
自然環境部
主査

野口　泉

高田雅之

間野　勉

間野　勉

西川洋子

西川洋子

玉田克巳

開催年月日 研究会名称 主な実施（検討）内容 参加人数
平成22年６月30日
平成22年７月６日
平成22年７月21日
平成22年９月16日

平成22年11月22日
平成22年12月17日
平成22年12月22日
平成23年３月23日
平成23年３月24日

対流圏オゾン等による植物影響検討会
環境教育研究会
環境教育研究会
環境教育研究会

RS･GIS研究会
環境教育研究会
対流圏オゾン等による植物影響検討会
環境教育研究会
RS･GIS研究会

・研究会発足初回会合
・環境教育研究会発足準備
・環境教育研究会発足準備
・既存の環境教育プログラム情報の集約

・各機関保有データ紹介
・研究会の活動方針
・外部講師招聘による研修会打ち合わせ
・外部講師招聘による研修会
・外部講師招聘による研修会

８人
14人
６人
14人

15人
10人
８人
15人
20人

３　講演会、普及啓発事業等の開催（出展）
（1）研究会の開催
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環境科学研究センター所報　第１号　20��

開催年月日 イベント名 主　な　実　施　内　容 開催場所 主催者

種　別
技術相談
技術指導
技術審査

118件
97件
73件

環境保全部：62件、自然環境部56件
環境保全部：17件、自然環境部80件
環境保全部：73件

件　数

（2）普及啓発イベント等への出展

（3）技術相談、技術指導、技術審査等の実施

（4）研修会、講習会の開催

道民環境行動月間
パネル展
　
サイエンス・パー
ク2010

　
生物多様性フォー
ラム

道総研ランチタイ
ムセミナー

道総研ランチタイ
ムセミナー
　
ビジネスエキスポ
2010

　
グリ－ンテクノバ
ンクシンポジウム

北海道庁

サッポロファ
クトリーホー
ル

　アクセスサッ
ポロ

北海道庁

北海道庁

アクセスサッ
ポロ

　札幌市青少年
科学館

北海道

北海道

北海道

道総研

道総研

北海道
等

ＮＰＯ
法人等

　北海道環境行動推進計画に基づく「環境行動キャン
ペーン2010・夏」の取り組みの一環として、省エネルギー
を呼びかけることを目的に自転車発電の実演を実施
　　北海道の未来を創る科学技術振興のため、子供たち
を対象に体験イベントを通じた課外学習を実施
・（体験学習：北海道の自然・湖沼に関するクイズ)
・（展示：啓発パネル）
　　道民に生物多様性の重要性についての認知を高め、
生物多様性保全のために行動する機会を創出するとと
もに、全国・世界に北海道における生物多様性とその
保全について広く発信することを目的に実施
・（展示：関係する啓発パネル、クマの胃の内容物）
　　身近な話題をテーマとして取り上げ、道総研の活動
や研究成果など紹介する目的で開催。
　第4回 クマ出没の裏を読み解く－森とクマと人と－
　　身近な話題をテーマとして取り上げ、道総研の活動
や研究成果など紹介する目的で開催。
　第5回 エゾシカを食べて生物多様性を守る　
　　企業向けに、ビジネスおよび技術に関する情報交換
を通じて、新たな発見やビジネスチャンスへと展開さ
れることを目指して開催
・（展示：環境科学研究センターの研究内容の紹介）
　一般市民を対象に石油に依存した現在の体系を見直す
とともに、産学官の一層の連携のもとで自然エネル
ギー利用技術の開発と実用化を促進を図り、持続的農
業を展望する場として本シンポジウムを開催
・（展示：関係する啓発ポスター）

平成22年 7月 6日
 7日

　平成22年 8月11日

　平成22年 9月25日

平成22年10月12日

平成22年10月13日

　平成22年11月11日
～12日

　平成22年12月20日

平成22年11月19日

　平成22年12月22日

　平成23年 2月23日

　平成23年 3月24日

開催年月日 イベント名 主　な　実　施　内　容 開催場所 主催者 参加人数
30人

　 44人

　 85人

　 21人

森林の炭素循環
機能に関する観
測研究開始10周
年記念講演会

　「大気汚染によ
る植物影響に関
するシンポジウ
ム」－対流圏オ
ゾン等による植
物影響について
－

　北海道気候変動
観測ネットワー
ク設立記念フォ
ーラム

　RS・GIS講演会

北海道大
学
遠友学舎

　ＪＳＴセ
ミナー室

　国際ホー
ル
（国際ビ
ル）

　工業試験
場

国環研
北大
北電
環境研

　対流圏オ
ゾン等に
よる植物
影響検討
会

　環境財団
環境・地
質研究本
部

　RS･GIS
研究会

　北海道大学天塩研究林において、森林の伐採、
植林、成長にともなう炭素収支や水収支の変化を
詳細に把握するための共同研究が実施され、現在
までに森林における様々な物質の循環とその人為
影響について明らかにしてきた。講演会では、各
機関の地球環境問題への取り組みや、三者共同研
究によって明らかになったことを市民向けに紹介
した。
　　対流圏オゾンの問題は観光産業の発展と食糧基
地としての確立を目指す北海道にとって重要とな
りつつある問題である。このため、所内，道総研
内，北海道庁および大学の学生も含む一般を対象
に「越境大気汚染とその植物影響」問題について
広く理解を得るため，本問題に関して北海道内お
よび国内研究の第一人者を迎え，標記の講演会を
開催した。
　　北海道内の気候変動に関連した観測結果等の情
報共有を促進し、その影響の早期把握への貢献や
道民への包括的な情報提供を実現することを目的
に、北海道の呼びかけにより設立した北海道内の
研究機関等のネットワークの記念フォーラム。
　　地球温暖化問題に対して北海道内で先進的に取
り組んでいる事例について学習するとともに、グ
ローバルな視点での地域環境の取り組みにおけ
る、地理空間情報の役割について学習する機会と
して本講演会を開催した。
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事業概要

（5）視察者・見学者の受入

平成22年 5月12日
平成22年 5月26日
平成22年 6月10日
平成22年 6月29日
平成22年 7月 1日
平成22年 7月13日
平成22年 8月23日

平成22年 9月 6日
平成22年 9月 9日
平成22年 9月10日

平成22年10月25日

平成22年11月10日
平成22年11月17日

平成23年 1月20日
平成23年 2月 2日
平成23年 1月28日
平成23年 3月10日
平成23年 3月28日

環境ＧＩＳ研究業務視察
議員政務調査活動
教育・研究活動
環境ＧＩＳ研究業務視察
インターンシップ
大気環境研究業務視察
環境ＧＩＳ研究業務視察

環境ＧＩＳ研究業務視察

環境ＧＩＳ研究業務視察

平成22年度国別研修モンゴル国
「環境行政」コース
生物多様性保全研究業務研修
ダイオキシン分析業務視察

環境保全業務視察
政務調査活動
野生動物保護管理研究業務研修
水質保全研究業務視察
大気環境保全研究業務視察

来所年月日 来　　　所　　　者 来所目的・実施内容等

下川町議会議員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１名
広島県議会民主県政会　　　　　　　　　　　　　　　　　７名
酪農学園大学　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30名
酪農学園大学教授他　　　　　　　　　　　　　　　　　　９名
北海道札幌手稲高校２年生　　　　　　　　　　　　　　　２名
中華人民共和国吉林省長春市市政府視察団　　　　　　　　５名
平成22年度インターンシップ（学生実務研修）北海道
自然環境課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２名
芝浦工業大学工学部土木工学科　　　　　　　　　　　　　１名
気象キャスター　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１名
平成22年度インターンシップ（学生実務研修）北海道
環境推進課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４名
モンゴル国研修員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８名

酪農学園大学環境システム学部学生　　　　　　　　　　　７名
平成22年度中国国別研修「ダイオキシン類簡易測定」
コース（JICA札幌）　　　　　　　　　　　　　　　　　　３名
北工学園環境総合研究所受講者　　　　　　　　　　　　　10名
民主党道民連合政策審議会　　　　　　　　　　　　　　　12名
北海道大学大学院文学研究科　　　　　　　　　　　　　　16名
中国江蘇省無錫市環境観測センター職員　　　　　　　　　10名
函館水産高校教諭　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１名

（6）国際協力の実施（再掲）

計16件　110名

平成22年 9月 1日
～ 3日

　平成22年 5月17日
 9月17日～26日

10月30日
　平成22年　
6月18日～24日

平成22年 8月23日
～ 28日

平成22年10月 4日
平成22年 7月13日
　平成22年10月25日
　平成22年11月17日

　平成23年 3月10日

新潟市

　インドネシア

　インドネシア

ロシア
（沿海地方）
札幌市
センター
　センター
　センター

　センター

実施年月日 行　　事　　名 対　応　者 開催場所

第11回東アジア酸性雨モニタリングネットワーク
上級技術管理者会合
　JICAJSTプロジェクト「インドネシアの泥炭・森林
における火災と炭素管理」

　JICAJSTプロジェクト「インドネシアの泥炭・森林
における火災と炭素管理」
　北方圏フォーラム　ヒグマワーキンググループ

　JICA集団研修「共生による森林保全コース」
　中華人民共和国吉林省長春市市政府視察団　５名
　モンゴル国研修員　８名
　平成22年度中国国別研修「ダイオキシン類簡易測
定」コース（JICA札幌）：３名
　中国江蘇省無錫市環境観測センター職員　10名

環境保全部　野口研究主幹

　環境保全部　野口研究主幹

　環境保全部　高田研究主幹

　自然環境部　間野研究主幹
釣賀道南地区野生生物室長
　自然環境部　宇野研究主幹
　環境保全部
　環境保全部
　環境保全部

　環境保全部
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環境科学研究センター所報　第１号　20��

循環資源利用促進税研究開発補助審査委員会　【環境推進課】
循環資源利用促進税補助事業審査委員会　　　【環境推進課】
北海道認定リサイクル製品審査委員会　　　　【環境推進課】
平成22年度北海道地球温暖化対策ポータルサイト構築事業委
託業務公募型プロポーザル審査会　　　【地球温暖化対策室】
北海道環境情報データベース構築事業委託業務公募型プロポ
ーザル審査会　　　　　　　　　　　　　　　【環境推進課】
北海道外来種対策検討委員会　　　　　　　　【自然環境課】
平成22年度希少野生動植物保護対策検討委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【自然環境課】
平成22年度夕張岳高山植物に係るエゾシカ被害防止対策事業
実施報告・検討会　　　　　　　　　　　　　【自然環境課】
「生物多様性保全の森林」ワーキンググループ
　　　　　　　　　　　　　　　【水産林務部林務局治山課】
エゾシカ保護管理検討会　　　　　　　　　　【自然環境課】
生物多様性保全の森林検討委員会　　　　　　　　【治山課】
渡島半島ヒグマ対策渡島地区協議会　　　【渡島総合振興局】
渡島半島ヒグマ対策檜山・南後志地区協議会　【檜山振興局】
釧路総合振興局管内エゾシカ対策連絡協議会【釧路総合振興局】
平成22年度釧路湿原東部湖沼自然環境調査検討会　【環境省】
酸性雨総合調査湿性沈着データ検証グループ　　　【環境省】
平成22年度知床世界自然遺産地域科学委員会エゾシカ・陸上
生態系ワーキンググループ　　　　　　　　　　　【環境省】
平成22年度知床世界自然遺産地域科学委員会適正利用・エコ
ツーリズムワーキンググループ　　　　　　　　　【環境省】
第９回生物多様性検討委員会　　　　　【北海道森林管理局】
大雪山・日高山脈森林生態系保護地域等設定委員会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　【北海道森林管理局】
平成22年度知床世界自然遺産地域科学委員会エゾシカ・陸上
生態系ワーキンググループ　　　　　　　　　　　【環境省】
小樽市環境審議会　　　　　　　　　　　　　　　【小樽市】
江別市環境審議会　　　　　　　　　　　　　　　【江別市】
江差町文化財調査委員会　　　　　　　　　　　　【江差町】
しれとこ100平方メートル運動地森林再生専門委員会議 【斜里町】
西興部村猟区管理運営委員会　　　　　　　　　【西興部村】
弟子屈町地域公共交通活性化協議会　　　　　　【弟子屈町】
原生花園あやめヶ原ヒオウギアヤメ保護育成対策協議会【厚岸町】
札幌市環境影響評価審議会　　　　　　　　　　　【札幌市】
大気環境学会　国際交流委員会
大気環境学会北海道東北支部
日本化学会
日本化学会北海道支部
日本環境化学会
日本獣医学会　
日本哺乳類学会

日本水環境学会北海道支部

日本野生動物医学会
日本陸水学会北海道支部会

委 員
委 員
委 員
委 員

委 員

委 員
委 員
専 門 委 員
専 門 委 員
委 員

構 成 員

委 員
検 討 委 員
幹事会構成員
幹事会構成員
委 員
委 員
検 証 委 員
特 別 委 員

特 別 委 員

オブザーバー
委 員

特 別 委 員

委 員
委 員
委 員
専 門 委 員
委 員
委 員
委 員
委 員
委 員
監 事
代 表 正 会 員
幹 事
評 議 員
評 議 員
評 議 員
哺乳類科学編集委員
哺乳類保護管理専門委員
クマ保護管理検討作業部会長
幹 事
幹 事
感染症対策委員
会 長

環 境 保 全 部 長
環 境 保 全 部 長
環 境 保 全 部 長
主査（環境GIS）

主査（環境GIS）

主査（環境GIS）
主査（植生保全）
研 究 主 任
研 究 職 員
主査（植生保全）

主査（植生保全）

研 究 主 幹
研 究 主 幹
道南地区野生生物室長
道南地区野生生物室長
研究主幹兼道東地区野生生物室長
主 査（水環境）
研 究 主 幹
研 究 主 幹

研 究 主 幹

研 究 主 幹
研 究 主 幹

研 究 主 幹

環 境 保 全 部 長
環 境 保 全 部 長
道南地区野生生物室長
研 究 主 幹
研 究 主 幹
環 境 保 全 部 長
研 究 職 員
主査（植生保全）
研 究 主 幹
研 究 主 幹
主査（大気環境）
主査（大気環境）
研 究 職 員
道南地区野生生物室長
研 究 主 幹
研 究 主 幹
研 究 主 幹
研 究 主 幹
研 究 職 員
研 究 主 任
主査（保護管理）
主査（流域環境）

岩田　理樹
岩田　理樹
岩田　理樹
小野　　理

小野　　理

小野　　理
西川　洋子
島村　崇志
稲富　佳洋
西川　洋子

西川　洋子

宇野　裕之
間野　　勉
釣賀一二三
釣賀一二三
宇野　裕之
三上　英敏
野口　　泉
間野　　勉

間野　　勉

間野　　勉
宇野　裕之

宇野　裕之

岩田　理樹
岩田　理樹
釣賀一二三
宇野　裕之
宇野　裕之
岩田　理樹
稲富　佳洋
西川　洋子
野口　　泉
野口　　泉
芥川　智子
芥川　智子
加藤　拓紀
釣賀一二三
間野　　勉
宇野　裕之
間野　　勉
間野　　勉
沼辺　明博
阿賀　裕英
長　　雄一
石川　　靖

協　力　事　項　【委員会・協議会等の所属先】

［４］　委員会、 協議会等への参加
役　職 職・氏　名

国
　
　

関
　
　

係

市
　

町
　

村
　

等

学
　

会
　

関
　

係

道
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事業概要

サロマ湖環境保全対策管理委員会
【(社)北海道栽培漁業振興公社】

平成22年度全国環境研協議会酸性雨広域大気汚染調査研究部会

全国環境研協議会　北海道・東北支部酸性雨広域大気汚染調
査研究専門部会
東アジア酸性雨ネットワークにおける湿性沈着モニタリング
マニュアル改訂に関する専門家グループ

【(財)日本環境衛生センター】
東アジア酸性雨モニタリングネットワーク国内湿性沈着デー
タ検証グループ　　　　　　　【(財)日本環境衛生センター】
環境省オゾン植物影響モニタリング手法検討会

　　　　　　　【(財)日本環境衛生センター】
環境省酸性雨測定局における大気モニタリングの課題に関す
る懇談会　　　　　　　　　　【(財)日本環境衛生センター】
衛星データ利用推進委員会

　　　【(財)リモート・センシング技術センター】
マリモ保護管理事業に係る科学委員会

　　　　　　【阿寒湖のマリモ保全対策協議会】
平成22年度自然環境保全基礎調査特定哺乳類生息状況調査検
討会　　　【(財)自然環境研究センター(環境省の委託事業)】
平成22年度自然環境保全基礎調査特定哺乳類生息状況調査検
討会　クマ類ワーキンググループ

　　　【(財)自然環境研究センター(環境省の委託事業)】
平成22年度自然環境保全基礎調査特定哺乳類生息状況調査検
討会　ニホンジカワーキンググループ

　 【(財)自然環境研究センター(環境省の委託事業)】
IUCN/SSC Bear Specialist Group 　　【国際自然保護連合】
IUCN/SSC Bear Specialist Group North Asian Brown Bear 
Expert Team　　　　　　　　　　　　【国際自然保護連合】
日本クマネットワーク
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ヒグマワーキンググループ　　　　　　【北方圏フォーラム】

ヒグマの会
南富良野区域環境協議会
【(独)森林総合研究所森林農地整備センター東北北海道整備局】
エゾシカの立木等が天然更新等に与える影響調査検討会

　【(株)セ・プラン(北海道森林管理局の委託事業)】
エゾシカの生態捕獲による食肉等としての有効活用連絡協議会
【ＮＰＯ法人ＥnＶision環境保全事務所(北海道森林管理局)　

　　　　の委託事業】　

委 員

委 員
解 析 委 員
部 会 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

検 討 委 員

検 討 委 員

検 討 委 員

委 員
共 同 代 表

代表地区委員
監 査 役
北海道代表グループメンバー
グループメンバー
理 事
委 員

委 員

委 員

研 究 主 幹

研 究 主 幹
研 究 主 任
研 究 主 幹

研 究 主 幹

研 究 主 幹

研 究 主 幹

研 究 主 幹

研 究 主 幹

主査（流域環境）

研 究 主 幹
研 究 主 幹
研 究 主 幹

研 究 主 幹

研 究 主 幹
研 究 主 幹

研 究 主 幹

研 究 主 幹
道南地区野生生物室長
研 究 主 幹
研 究 主 幹

研 究 主 幹

研 究 職 員

福山　龍次

野口　　泉
山口　高志
野口　　泉

野口　　泉

野口　　泉

野口　　泉

野口　　泉

高田　雅之

石川　　靖

間野　　勉
宇野　裕之
間野　　勉

宇野　裕之

間野　　勉
間野　　勉

間野　　勉

間野　　勉
釣賀一二三
間野　　勉
宇野　裕之

宇野　裕之

稲富　佳洋

そ
　
　
　
　
　
　
　
　

の
　
　
　
　
　
　
　
　

他
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［５］　刊行物発行

［６］　研修生及び研究生等の受入れ

名　　　　　　称 発行年月 発行部数 特　　集　　内　　容

研　修　期　間 課　　　題　　　名 研究生所属大学 指導担当者

北海道及び周辺海域に生息する野生生物の化学物
質汚染状況モニタリングに関する研究
釧路湿原・サロベツ湿原におけるエゾシカの湿原
植生に及ぼす影響
石狩浜周辺域におけるマルハナバチ類の季節的な
植生利用パターンの解析
ヒグマの骨コラーゲンを用いた安定同位体比の解
析による食性履歴の解明
ヘア・トラップを用いた野生クマ類の生息状況解
析
石狩浜海浜植生群落におけるマルハナバチ類の生
活史特性の解明
安定同位体を用いたヒグマの食性分析

北海道における有機性資源発生物質量とその再資
源化効果の算定
線形計画法を用いた清掃工場の施設配置計画に関
する研究
石狩低地帯をケースにした生物多様性緑化材料の
採集範囲の検証
リモートセンシング技術を用いた札幌市の都市化
が起こす鳥類の生息地への影響調査

北海道大学大学院
環境科学院
北海道大学農学部
生物資源学科
酪農学園大学環境シス
テム学部地域環境学科
東京農工大学大学院
連合農学研究科
岐阜大学大学院連合
獣医学研究科
北海道大学大学院
環境科学院
北海道大学大学院農
学研究院森林科学科
北海道大学大学院
地球環境科学研究院
北海道大学大学院
地球環境科学研究院
北海道工業大学大学院
工学研究科
酪農学園大学環境シス
テム学部生命環境学科

環境保全部化学物質
Ｇ研究主任
環境保全部情報・水
環境Ｇ研究主幹
自然環境部生態系保
全Ｇ主査（植生保全）
自然環境部生態系保
全Ｇ研究主幹
自然環境部生態系保
全Ｇ研究主幹
自然環境部生態系保
全Ｇ主査（植生保全）
自然環境部生態系保
全Ｇ研究主幹
環境保全部情報・水
環境Ｇ研究主幹
環境保全部情報・水環
境Ｇ主査（環境GIS）
環境保全部情報・水環
境Ｇ主査（環境GIS）
環境保全部情報・水環
境Ｇ主査（環境GIS）

平成22年 4月22日
　 ～平成23年 3月31日
平成22年 4月27日
　 ～平成23年 3月31日
平成22年 5月 6日
　 ～平成23年 3月31日
平成22年 5月 7日
　 ～平成23年 3月31日
平成22年 5月12日
　 ～平成23年 3月31日
平成22年 5月19日
　 ～平成22年10月31日
平成22年 6月 1日
　 ～平成23年 3月31日
平成22年 8月 6日
　 ～平成23年 3月31日
平成22年12月 8日
　 ～平成23年 2月28日
平成23年 1月25日
　 ～平成23年 3月31日
平成23年 1月25日
　 ～平成23年 3月10日

１　研修生受入れ
　　平成22年度は受入れ実績なし

２　研究生受入れ

実　習　期　間 実　　習　　内　　容 所　　属 指導担当者

化学分析実習、野外実習

地理空間情報（ＧＩＳ）処理と整理に関すること

酪農学園大学環境
リモートセンシン
グ研究室
東海大学生物理工学
部海洋生物科学科
（２名）

環境保全部地球・大気
環境Ｇ研究主幹ほか

環境保全部情報・水環
境Ｇ主査（環境GIS）

平成22年 8月16日
　～平成22年 8月27日

平成22年 9月13日
　～平成22年 9月17日

３　実習生受入れ

北海道環境科学研究センター所報  第36号 平成22年10月 550
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乾性沈着量評価のための沈着速度推計プログラムの更新

１．はじめに

　大気中の物質の沈着は、その過程から大きく分けて湿性
沈着と乾性沈着に分類される。湿性沈着は霧（雲）や露・
霜によるオカルト沈着（降水がないのに降水量としてカウ
ントされる場合があるため）も含むが�）、しばしば霧（雲）
による沈着は雲沈着として区別され、湿性沈着は狭義とし
て降水のみによる沈着として区分される。これらの観測・
評価のためには、専用の装置を用いる。バケツで雨を集め
ることはできても、乾性沈着と区分して捕集するためには、
降水時に蓋が開く降水時開放型と呼ばれる捕集装置が必要
となる2）。捕集された降水成分はその濃度と降水量の積で
沈着量が評価される。一方、乾性沈着の観測・評価はより
複雑である。���0年代前半までは湿性沈着捕集装置の降水
時の蓋置き場として、すなわち非降水時には開放型となる
状況下でバケツ型の容器で捕集されたものを「乾性降下物」
と呼び、その全量を「乾性降下物量」として評価を行って
いた。環境省の２～３次の酸性雨観測網（��88～���7年度）
でも同様である。しかし,バケット法では大きな粒子など
しか捕集できないなどの問題があるため3）、現在では測定
例は少なくなってきており、近年は、沈着フラックス法が
中心となっている4-7）。沈着フラックス法には,上下方向の風
向きの変化に応じて濃度を測定する、すなわち応答速度の
速い高価な測定機器を用いる渦相関法やタワーを建てて高
さ別に成分濃度を測定する濃度勾配法などのより精度が高

い方法がある。しかし、これらの方法は限られた場所でし
か用いることができないため、最近は汎用性の高いインフ
ァレンシャル法による評価例が多い7-�）。
　インファレンシャル法は、ガスやエアロゾルの性質（分
子拡散係数や溶解度など）、気象データなどによる輸送因
子（気温、湿度、風速及び大気安定度など）及び沈着表面
の要素（表面粗度、土地利用形態及び植物の活性など）か
ら沈着速度を求める方法であり、国内でも詳細な方法が報
告されている�0-�4）。しかしながら、インファレンシャル法
の計算は複雑であり、研究者によって計算方法の一部が異
なるなどのため、地方自治体などによる乾性沈着量の評価
及び比較検討はほとんどなされていなかった。これらのこ
とから、筆者らは2003年にWeb上でダウンロード可能な
乾性沈着速度推計ファイル（Ver.�）の開発を行い、全国
に普及した�4）。その結果、全国環境研協議会や多くの自治
体で活用され�5-2�）、乾性沈着量評価は一般的となりつつあ
る。200�年には環境省の報告書においても乾性沈着量評価
がなされた30）。そこで今回、環境省の報告書において用い
られた松田らによるインファレンシャル法��）のモデルをベ
ースに、乾性沈着速度推計ファイル�4）の更新を行うことと
した。

２．インファレンシャル法のモデル

　本研究におけるモデルによる乾性沈着速度評価の対象

乾性沈着量評価のための沈着速度推計プログラムの更新

野口　泉�）、山口　高志�）、川村　美穂�）、松本　利恵2）、松田　和秀3）

�）北海道立総合研究機構　環境科学研究センター、2）埼玉県環境科学国際センター、3）明星大学

要�　　　　約

　2003年度より、乾性沈着量評価のための沈着速度推計プログラムファイルを広く用いられている表計算ソ
フト（MS Excel）のファイルとして開発し、当研究センターのホームページで公開している。今回、環境
省の報告書において乾性沈着評価手法として用いられた松田（2008）のインファレンシャル法のモデルをベ
ースに沈着速度推計プログラムファイルの更新を行った。用いる要素は、気象データ、土地利用及び観測条
件など、これまでと同様であるが、濡れ条件の指定や季節による植物活性の判定方法などが異なる。そこで、
更新したファイルを用いて2003 ～ 2007年度の利尻、2006および2007年度の伊自良湖および辺戸岬における
二酸化硫黄、硫酸塩、硝酸ガス、硝酸塩、アンモニアおよびアンモニウム塩の乾性沈着量を求め、環境省に
よる報告結果と比較検討した。その結果、両者の年沈着量の比は0.8-�.2の範囲であり、同程度となることが
確認された。なお、本ファイルは、下記の北海道立総合研究機構環境科学研究センターホームページで公開
されている。
URL:http://www.ies.hro.or.jp/seisakuka/acid_rain/kanseichinchaku/kanseichinchaku.htm

Key Words: 二酸化硫黄、硝酸ガス、硫酸塩、硝酸塩、乾性沈着、インファレンシャル法
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は、SO2,HNO3,O3, NH3, NO2, NO, HONO及び微小粒子成分
であるが、森林については粗大粒子成分の評価も可能であ
る。また、対象とする土地利用形態は森林、農地、草地、
市街地、水面および雪面である。
以下に乾性沈着速度推計モデルの概要を示す。乾性沈着量
は下記の式で表される。

　　　　　　　　　　　
F=Vd×C

F：沈着面への沈着物質のフラックス（沈着量）, Vd:沈着速度

　ここでVdが決定されれば、大気中の物質濃度から乾性沈
着量が求められることとなる。

（�）ガス状物質
　ガス状物質の沈着速度Vdは、大気中から沈着表面まで
の３つの沈着過程（①乱流境界層内の輸送過程、②層流境
界層内の輸送過程、③表面での捕捉過程）における沈着抵
抗の和の逆数として算出される。

　　　　　　　Vd（z）=（Ra（z）+Rb+Rc）-�

Ra：高度zにおける空気力学的抵抗、Rb:準層流層抵抗、Rc：表面抵抗

これらの各沈着抵抗は、以下の式から算出される。
①　空気力学的抵抗（Ra）
　Ra（z）は大気中の物質が乱流境界層を輸送される過程
での抵抗であり、大気安定度（Pasquillの分類）は気象条
件により算出される。なお、Ra（z）の算出においては、
松田ら（2008）に従って��）、ゼロ面変位の要素を取り入れ
ている。

 Ra（z）=（ku*）－�［ln（（z-ｄ）/z0）-Ψｈ（（z-d）/L）+ Ψｈ（z0/L）］

k： von Karman定数（0.4�）、u*： 摩擦速度（m s-�）、z: 計算高度（ｍ）、

ｚ0: 空気力学的表面祖度（ｍ）、ｄ： ゼロ面変位（ｍ）、 L：Monin-

obukhov長（m） ：�/L=sign（安定度）×（0.2�6586×ln（�.2+�0/Z0））
2×�0 （-4/（�+�.3*abs（安定度）^0.85）） 、Ψh：気温（熱）の積分安定度関数

摩擦速度u*は以下の式により求めた。

 u*=ku（z）[ln（（z-ｄ）/z0）-Ψm（（z-d）/L）+ Ψm（z0/L）]-�

　また、高度ｚの風速u（z）は以下の式により求めた。

　　　　　　　　u（ｚ）=u（ｚ/z0）ｙ

u（z）：高度ｚの風速（m s-�）,Ψｍ：風速（運動量）の積分安定度関数、

u（z）：高度ｚの風速（m s-�）,y：風速のべき乗数

　ただし、窒素酸化物総量規制マニュアルなどを参考に、
風速のべき乗数は以下の４つのカテゴリーに分けた3�）。
　安定度分類A：ｙ＝0.�0
　安定度分類B：ｙ＝0.�5
　安定度分類C：ｙ＝0.20
　安定度分類D ～ G：ｙ＝0.25とした。

　なお、積雪時には風速測定高度から積雪深を差し引いて
計算を行っている。
　また、Ψh：気温（熱）の積分安定度関数および、Ψｍ：
風速（運動量）の積分安定度関数は以下の式により求めた。
なお、x=[�-�6（z-d）/L]0.25である。
安定度＜0の場合

　　Ψm（（z-d）/L） =Ψｈ（（z-d）/L） =-5.2（z-d）/L

安定度≧0の場合

　　　　　　　　　　Ψm（（z-d）/L）
　=2ln（（�+x）/2）+ln（（�+x2）/2）-2arctan（x）+π/2
　　　　　Ψｈ（（z-d）/L）= 2ln（（�+x2）/2）
　ただし、計算基準高度は環境省（200�）と同様に20ｍを
基準としている30）。ゼロ面変位はそれぞれキャノピー高さ
の70％とし��）、キャノピー高さは、森林�0ｍ、農地�ｍ、
草地2ｍを標準とした。なお、積雪時には、負の値にはな
らないように、キャノピー高さから積雪深を差し引いて計
算を行っている。

②　準層流層抵抗（Rb）
　Rbはガス状物質が沈着表面近傍の層流境界層を輸送され
る過程での抵抗であり、主に分子拡散係数などの沈着物質
の性質に支配され、次式により算出される。

　　　　　　　　Rb=（2/ku*）（Sc/Pr）2/3

Sc：Schmidt数（SO2の場合は�.25、空気の動粘性係数0.�5s/m2を目的

ガスの分子拡散係数で除したもの）, Pr:Prandtl数（0.72）

③　表面抵抗（Rc）
　Rcはガス状物質が沈着表面で捕捉される過程で生じる相
互作用により決定され、次式により算出される。

       Rc=（�/（Rst+Rm）+�/Rcut+�/Rlc+�/Rgr）-�

Rst+Rm=Ri（�+（200/（G+0.�））2（400/Ts（40-Ts））（DH2O/Di）
                  +�/（3.3×�0-4Hi+�00fOi）
                      Rcut =Rlu（�0-5Hi+fOi） -�

Rlc=�00（�+�000/（G+�0））/（�+�000θ）+（�0-5Hi/RclS+fOi/RclO）-�

                Rgr=Rac+（�0-5Hi/RgsS+fOi/RgsO）-�

Rst：気孔抵抗（s m-�）、Rm：葉肉抵抗（s m-�）、Rcut：クチクラ抵抗

（s m-�）、Rlc：下層キャノピー抵抗（s m-�）、Rgr：地表抵抗（s m-�）、

Ri：水蒸気の気孔抵抗*、G：日射量（W/m2：60*�.433/�000/23.8� MJ 

m-2）、Ts：地表気温（℃）、DH2O：水蒸気の分子拡散係数*、Di：目的ガ

スiの分子拡散係数*、Hi：目的ガスiのヘンリー定数*、FOi：目的ガスiの

規格化反応ファクター *、Rlu：上部キャノピーの表面抵抗（s m-�）*、θ：

地表面斜度（0として地表面は水平と仮定）、RclS：SO2の暴露表面抵抗（s 
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m-�）*、RclO：O3の暴露表面抵抗（s m-�）*、Rac：土壌の抵抗（s m-�） *、
RgsS：SO2の土壌表面の取り込み抵抗（s m-�） *、RgsO：O3の土壌表面の

取り込み抵抗（s m-�） *

　なお、SO2の場合、クチクラ抵抗Rcutは次式で求めた。
　T<-5℃の場合、Rcut=500
　-5℃≦T＜-�℃の場合、Rcut=200
　T≧-�℃およびRH ≧85％の場合、Rcut=� 
　ただし、 RH ≧85％の場合を沈着表面が濡れている場
合とした�3）。
RH：相対湿度（％）

　また、RH＜85％の場合は以下のとおりである32）。
　T≧-�℃でRH≧8�.3％の場合、Rcut=0.58・�0�2exp[-0.278RH]
　T≧-�℃でRH＜8�.3％の場合、Rcut=25000exp[-0.06�3RH]
　また、NH3の場合、クチクラ抵抗Rcutは次式で求めた。
　T≦-5℃の場合、Rcut=�000
　-5℃＜T≦0℃の場合、Rcut=200
　0℃＜Tの場合、Rcut=�0log(T+2)exp[(�00-RH)/7]
　また、水面の場合のRcは以下の式により算出した。
　　　　　　　　Rc=2.54×�04/HiTsu*
　各抵抗や係数など（＊印）はWesely（��8�）のパラメ
ータ（土地利用区分及び季節区分別）に従った4）。これは
挙動が判別しやすいSO2及びO3の表面沈着抵抗を基に、他
のガスの表面沈着抵抗を推定する方法である。

（2）粒子状物質
　粒子状物質の沈着速度Vdは、乱層境界層内の輸送過程
と表面での捕捉過程で支配されると考えられ、以下の式で

示される。
　　　　　　　Vd（ｚ）=（Ra（ｚ）+Vds

-�）-�

Ra：高度ｚにおける空気力学的抵抗、Vds:表面沈着速度（ms-�）

　ここで、森林における表面沈着速度Vdsは、以下の推定
式が得られている32）。

　　　　　　　　Vds=（u*2/uh）E

　なお、E値については表１に示す32）。ここで、Erisman　
et　al.（���7）に従い、 Cl－、Ca2+およびMg2+のVdsについて
はNa+のVdsを、K+についてはNa+のVdsの半値を用いた32）。
また、草地における表面沈着速度Vdsは、以下の推定式が
得られている33）。
　安定度分類A ～ Cの場合：Vds=u*/500[�+（300/（-L））2/3]
　安定度分類D ～ Gの場合：Vds=u*/500

　さらに、他の土地利用における表面沈着速度Vdsは、前
述の草地の場合と同様の算出式を用いるが、表面沈着速度
Vdsの最大値が決められている34）。なお、Vdsの最大値につ
いては表２に示す。

３．沈着速度推計プログラムファイルVer4-1の構成

　SO2、HNO3、O3、NH3、NO2、NO, HONO及び粒子成分
の乾性沈着速度を算出するためにプログラムファイルを開
発した。開発においては、明星大学の松田和秀助教授の指
導を受け、全国環境研協議会酸性雨調査研究部会のメンバ
ーにより、様々な実証検定を行っている。プログラムファ

表 1 森林におけるVds算出のためのE値（Erisman et al. ，1997) 31）

Compound
RH≦80 RH＞80 RH≦80 RH＞80

NH4
+ 0.066u*0.41 0.066u*0.41 [1+0.37exp((RH‑80)/20) ] 0.05u*0.23 0.05u*0.23 [1+0.18exp((RH‑80)/20) ]

SO4
2‑ 0.08u*0.45 0.08u*0.45 [1+0.37exp((RH‑80)/20) ] 0.05u*0.28 0.05u*0.28 [1+0.18exp((RH‑80)/20) ]

NO3
‑ 0.10u*0.43 0.10u*0.43 [1+0.37exp((RH‑80)/20) ] 0.063u*0.25 0.063u*0.25 [1+0.18exp((RH‑80)/20) ]

Na+ 0.679u*0.56 0.679u*0.56 [1+0.37exp((RH‑80)/20) ] 0.14u*0.12 0.14u*0.12 [1‑0. 09exp((RH‑80)/20) ]

Wet surface Dry surface

表 2 表面沈着速度Vdsの最大値（Vds-max ）（Walcek et al.，1986) 33）

m　ｓ‑1

Land type Spring Summer Early Autumn late Autumn Winter
Urban 10 10 10 10 10
Agriculture 100 100 100 100 100
Range 100 100 100 100 100
Deciduous forest 100 100 10 10 10
Coniferous forest 100 100 80 80 80
Forest/swamp 100 100 40 40 40
Water 100 100 100 100 100
Swamp 100 100 100 100 100
Agriclulture/range 100 100 100 100 100

Season

表�　森林におけるVds算出のためのE値（Erisman et al.，���7）3�）

表2　表面沈着速度Vdsの最大値（Vds-max）（Walcek et al.，��86）33）

22 23



環境科学研究センター所報　第１号　20��

イルは表計算ソフトであるMS Excelのファイルであり、
以下に示す�4のワークシートから構成されている。

（１）　説明（シート）
（２）　基礎パラメータ（シート）
（３）　観測点パラメータ（シート）
（４）　気象データ（シート）
（５）　Ra＆Rb（計算シート）
（６）　SO2（用Vd計算シート）
（７）　HNO3（用Vd計算シート）
（８）　O3（用Vd計算シート）
（９）　NH3（用Vd計算シート）
（�0）　NO2（用Vd計算シート）
（��）　NO（用Vd計算シート）
（�2）　HONO（用Vd計算シート）
（�3）　粒子（用Vd計算シート）
（�4）　WI（計算）シート

　基準高度は、環境省の報告書30）に合わせて20ｍとした。

沈着速度算出に当たっては、濡れ効果について湿度を基準
に（85％）考慮している。
　季節区分には温量指数（Warm Index:WI）と季節区分
指標を用いる方法35, 36）と期間内の季節を選択する方法があ
る。前者の場合、温量指数と季節区分指標（気象データシ
ートの温度：360時間前から�20時間前の移動平均気温）を
用いる。これは、気温の移動平均値を用いた正規化植生指
数（NDVI）の推定値から評価される季節判定計算プログ
ラムによるものである35, 36）。
　沈着量評価対象地域の区分（土地利用区分）において
は、森林、農地、草地の場合の風速が０に近づく高さ補正
の要素（ゼロ面変位）などを取り入れた��）。またNH3のク
チクラ抵抗Rcutの算出は松田（2008）��）に従い、Smith et 
al.（2000）37）の式を用いた。さらに、草地の粒子成分沈着
量の算出は松田（2008）に従い、Wesely et al.（��85）33）

の式を用いた。森林の粒子成分沈着量の算出は松田（2008）
に従い、Erisman et al.（���7）32）の式を用いた。

図�　観測点パラメータシートの概要（黄色の部分が入力範囲）
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（１）　説明シート
　本シートは目的、基本モデルの説明などの他、データの
入力方法及び出力形態などについての説明のためのシート
である。すべてのシートで、データの入力セルは黄色で、
選択入力セルは濃い緑で示し、出力される値のセルは青色
で、また選択出力される値のセルは薄緑で示していること
などが示されている。また、用いている参考文献の一覧な
ども示されている。
　沈着量評価対象地域の区分（土地利用区分）において
は、森林、農地、草地の場合の風速が０に近づく高さ補正
の要素（ゼロ面変位）などを取り入れた��）。またNH3のク
チクラ抵抗Rcutの算出は松田（2008）��）に従い、Smith et 
al.（2000）37）の式を用いた。さらに、草地の粒子成分沈着
量の算出は松田（2008）に従い、Wesely et al.（��85）33）

の式を用いた。森林の粒子成分沈着量の算出は松田（2008）
に従い、Erisman et al.（���7）32）の式を用いた。

（２）基礎パラメータシート
　本シートには、用いられる主要な基礎パラメータで
あるカルマン定数、Pasquill安定度階級分類、Obukhov 
lengths（オブコフ長）、Roughness height（表面粗度）、
重力加速度、シュミット数、プラントル数、各種ガスの分

子拡散係数・ヘンリー定数、Wesely（��8�）の規格化反
応ファクター及び季節別入力抵抗値（Ri、Rlu、Rac、RgsS、
RgsO、RclS及びRclO）が表示されている。これらパラメータは、
観測点パラメータシート、あるいは気象データシートで入
力された条件によって自動的に選択されることとなる。

（３）観測点パラメータシート
　本シートは、観測点の情報を入力するシートである。観
測点パラメータシートの入力セル（黄色）、選択入力セル（濃
い緑）に適切な数字を入力することによって、計算条件が
決定する。
　沈着量評価対象地域の区分（土地利用区分）、季節区分（温
量指数と季節区分指標から自動算出する場合と右の表から
選択する場合がある）、基準高さ、風速の観測点高さ、キ
ャノピー高さ、ゼロ面変異、地表面斜度、濡れ基準（湿度）
およびカーム時の風速基準は単位に応じた数字をそれぞ
れ入力セルに入れる。また、自動的に選択されたWesely

（��8�）4）の季節別入力抵抗値や表面粗度が下方に示される。
　土地利用区分は市街地、森林、農地、草地、積雪、水面
に分けられ、積雪以外は国土地理院による土地利用区分に
応じて分類されている。このため、森林は針葉樹、広葉樹
の区別がなく、Wesely（��8�）の季節別入力抵抗値は針

図2　気象データシートの概要（黄色の部分が入力，緑色の部分が出力範囲）
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広混交林の抵抗値を採用しているが、基礎パラメータシー
トには広葉樹、針葉樹を区別した抵抗値も示してあるので、
高度の利用も可能である。また積雪は農地、草地が積雪に
覆われている場合に用いることとし、積雪深�0㎝以上を積
雪ありとした。これは、農地および草地では�0㎝以上の積

雪時には植生が枯れていることから雪面となっていると考
えられたからである。
　キャノピー高さは、森林�0ｍ、草地２ｍおよび農地１ｍ
を原則として自動入力されるように設定してあるが、草地
は笹や荒れ地のブッシュなどを想定したものであり、実情

図3　SO2計算結果シートの概要（緑色の部分が出力範囲）

図4　粒子成分データシートの概要（青色の部分は選択して出力）
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に合わせて、キャノピー高さを変更すべきである。

（４）気象データシート
　本シートは、Vdを算出するための気象データを入力する
シートである。気象データシートの入力セルにデータ（�
時間値で最大2 ヵ月分）を入れる。入力データは、日時の他、
風速（m s-�）、気温（℃）、湿度（％）、日射（MJ m-2）、雲
量（�0分比）、季節区分指標（℃）および積雪深（㎝）で
ある。季節区分指標（℃）は360時間前から�20時間前の移
動平均気温であり、前もって算出してから入力しなければ
ならない。日射は日中の、雲量は夜間の大気安定度を算出
するのに必要とされる。気象データはいずれの入力欄も空
欄があるとエラーとなるので、欠側などがある場合には、
補間値を入れる必要がある。補間値は前後の値や近隣の気
象観測所などのデータを用いる。特に雲量は3時間ごと、
あるいは6時間ごとのデータしか得られない場合が多く、
その間の�時間値は前後の値及びその変化量を用いた補間
値を入力することとなる。
　本シートは、Vdを算出するための気象データを入力する
シートである。気象データシートの黄色表示部分に適切な
数字（�時間値で最大2 ヵ月分）を入れる必要がある。なお、
気象データシートの右上には対象期間の各Vd値の平均が
自動計算で表示される。沈着速度の単位は「m day-�」の
場合、「nmol m-3」の汚染物質濃度を乗ずることによって、
�日当たりの沈着量「nmolm-2 day-�」が算出できる。これ
により、観測点パラメータシートの入力後は、気象データ
入力部分をコピー＆ペーストで入力すれば、気象データシ
ートの右上の対象期間の各Vd値の平均値をコピー＆ペー
ストで別のMS Excelのファイルなどに出力することが出
来、マクロプログラムの活用も可能となる。

（５）Ra＆Rb計算シート
　本シートはRa及びRbの算出結果を示すシートである。Ra

は全成分共通であるが、Rbはガス成分のみであり、各成分
によって異なる。

（６）SO2用Vd計算シート
　本シートはSO2のVd算出結果を示すシートである。Vdの
算出過程において、どの項目が支配的となるかを示すため、
2章で示した項目（�/L、z/L、u*、Ψ、Ra、Rb、Ri、Rlu、
Rac、RgsS、RgsO、RclS、RclO、Rst、Rst+Rm、Rcut、Rlc、Rgr、Rc

及びRa+Rb+Rc）を示してある。また期間平均の乾性沈着
速度は�行目に示される。

図5　利尻，伊自良湖および辺戸岬における乾性年沈着量

図6　2007年4月の辺戸岬における沈着速度の比較

26 27



環境科学研究センター所報　第１号　20��

（７）その他のガス成分（HNO3、O3, NH3, NO2, NO及び
HONO）のVd計算シート
　これらのシートはSO2用Vd計算シートと同様に対象成分
のVdを算出するシートである。表示項目や算出されたVd

についてもSO2用Vd計算シートと同様である。

（８）粒子成分のシート
　これらのシートはSO2用Vd計算シートと同様に対象成分
のVdを算出するシートであるが、沈着量評価対象地域の
区分（土地利用区分）によって出力範囲が異なるので、選
択して出力する必要がある。

（９）WIシート
　WIシートは、各月平均気温を入力し、 WIを算出する
シートである。WIは、各月の平均気温から5℃を差し引い
た値（ただし、5℃以下の場合は0とする）の年積算値である。
                 WI=Σ{Max（Temp月平均-5,0）}
　算出されたWIから、野口ら（2006）35）に従い、季節区
分指標（℃：360時間前から�20時間前の移動平均気温）が
以下の区分における温度以上となった時に夏と、また植物
がほぼ休眠状態となる気温5℃を用い、5℃以下となった時
に冬と判定し、それ以外の季節区分指標の場合は�-7月を
春と、8-�2月を秋と判定し、Wesely（��8�）の季節別入力
抵抗値を用いる基準としている。
　WI≦70：�5℃
　70＜WI≦85：22℃
　85＜WI≦�00：24℃
　�00＜WI：26℃
　なお、本プログラムファイルは下記の北海道立総合研究
機構環境科学研究センターホームページで公開されてお
り、ダウンロードが可能である。
URL:http://www.ies.hro.or.jp/seisakuka/acid_rain/
kanseichinchaku/kanseichinchaku.htm　

４.　乾性沈着量推計結果の検討

　更新したファイルを用いて2003 ～ 2006年度の利尻、
2006および2007年度の伊自良湖および辺戸岬における二酸
化硫黄、非海塩由来硫酸塩、硝酸ガス、硝酸塩、アンモニ
アおよびアンモニウム塩の乾性年沈着量を求め、環境省
による報告結果と比較検討した結果を図5に示す。なお、
2007年度の利尻は長期の欠測期間があったため、環境省で
は評価を行っていない30）。
　いずれの成分も年乾性沈着量の比は0.8-�.2と、大きな相
違は見られず、両者の算出結果は同程度となることが確認
された。ただし、地点あるいは成分によっては、系統だっ
た異なり具合が見られた。粒子状成分は利尻では本研究に
よる評価が過大傾向にあった。また、アンモニアでは、本
研究による評価が過小傾向にあった。この違いは、濡れ条
件の設定の違いなどに起因しており、例えば図6に示すよ
うに、2007年４月の辺戸岬における沈着速度の比較では、
降水時および降水直後でありながら、湿度が85％を超えな
い場合（矢印）には、降水時と降水直後の3時間を濡れ条
件に加えた環境省の沈着速度推定式で本研究より沈着速度
が大きくなっている場合が見られる。これについては、条
件を合わせるためには新たな気象データとして降水量を入
力する必要があることから現段階では導入していない。
　今後の課題としては、モデルの精度向上とそれに伴うプ
ログラムのバージョンアップである。例えば今回のモデル
には濡れ条件を考慮し、アンモニアの沈着速度を算出して
いるが、濡れ条件下ではより沈着速度が大きくなるとの報
告がある38）。また沈着速度は、気象データなどから�時間
毎に算出される場合が多いが、大気汚染物質の観測では、
粒子成分やアンモニア、硝酸ガスなどは観測網向けの比較
的安価な自動測定装置が開発・普及していないことから、
フィルターパックなどによる粒子・ガス成分同時捕集法に
よる観測結果が用いられる。そのため、日～月単位での捕

図7　大気中成分濃度と沈着速度の日内変動例
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集が行われ、その間の平均値から沈着量評価が行われるこ
ととなる。結果として、沈着速度と大気中の汚染物質濃度
の積で求められる沈着量は本来なら式（�）で求められるが、
必然的に（2）式で求めることとなる。
　　　　乾性沈着量＝Σ（C×Vd）----（�）
　　　　乾性沈着量＝Cmean×ΣVd----（2）
　　　　C：大気中成分濃度、Vd:沈着速度
　図7に示す左図の場合、（�）式と（2）式者は一致するが、
右図の場合は一致しない3�、40）。そこで、日内濃度変動をモ
デル化し、期間内の濃度の時間値を推定する。推定された
時間値と乾性沈着速度の積を積算すると、図8に示すよう
に沈着量評価の精度が大きく改善される可能性がある3�）。
これらの日内変動モデルは地点や時期によっても異なるこ
とが考えられ、適応可能な成分と適応困難な成分について
も検討する必要があり、今後の検討課題である。

５.　結論

　乾性沈着量評価のための乾性沈着速度推計ファイル
（Ver.4-�）を更新した。さらに、この乾性沈着量推計ファ
イルを用いて2006および2007年度の利尻、伊自良湖および
辺戸岬における二酸化硫黄、粒子状硫酸塩、硝酸ガスおよ
び粒子状硝酸塩の乾性沈着量を求め、環境省による報告結
果と比較検討した。その結果、両者の年沈着量はほぼ同程
度となることが確認された。また、このファイルを北海道
立総合研究機構環境科学研究センターホームページにて公
表した。

６.　おわりに

　最初に乾性沈着速度推計ファイル（Ver.�）を開発した
2003年には、乾性沈着調査結果はまだほとんどは大気中濃
度の報告でしかなかった。しかしながら、現在は環境省お
よび全国環境研協議会の報告書においても乾性沈着量が評
価され、報告されるようになっている。また、東アジア酸
性雨モニタリングネットワークにおいても同様の乾性沈着
量の評価が進められている4�）。しかしながら、本研究にお
けるようなインファレンシャル法のモデルは、未だ開発段
階でもある。今後はより多くの地点における乾性沈着量の
評価を試みると同時に、濃度勾配法や渦集積法などの他の
方法との比較検討により、精度を高めるための改良を続け、
さらにバージョンアップを行う必要があると考えている。
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Updated program file for dry deposition velocity 
estimation based on the inferential method （Ver. 
4.1）.
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Abstract
　The Excel file for the estimation of dry deposition 
velocity is opened on web site since 2003.  In this study, 
a parameterization of calculation for deposition velocity 
was update based on the model by Matsuda （2008）.  
　The main parameterization is not change before, 
however, the factor under the wet condition is renewal 
and the category of season is estimated by plant activity 
index （NDVI） and so on.  In addition, the comparison 
with the report of Ministry of Environment by the model 
by Matsuda （2008） and this study using updated 
program concerning sulfur dioxide, sulfate, nitric acid, 
nitrate, ammonia and ammonium dry deposition at 
Rishiri Island （2003-2007）, Lake Ijira （2006-2007） and 
Cape Hedo （2006-2007） was discussed.
　Per our result , the both dry deposition of all 
components were shown same magnitude because its 
rate ranged 0.8- �.2, respectively.  
　The file of this model can be down load at following 
web site;
URL:http://www.ies.hro.or.jp/seisakuka/acid_rain/
kanseichinchaku/kanseichinchaku.htm （in Japanese）.
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底質中の多環芳香族炭化水素の抽出法の検討

１ はじめに

　多環芳香族炭化水素（PAHs）は、発ガン性物質として
知られ、種々の人為活動により非意図的に環境中に放出さ
れ、その有害性が懸念されているダイオキシンと比較する
と高濃度で検出される物質である。PAHsはその性質上、
水環境中では底質に蓄積しやすく、底質中のPAHsを定量
した報告は数多くみられる�）-3）。
　底質試料よりPAHsを抽出する際には、ソックスレー抽
出法�）やその簡便性から超音波抽出法（UE）2）が広く用い
られている。一方で、環境中の極微量物質を定量する必要
性から、いくつかの抽出装置が汎用化されている。ここで
は、アメリカ環境保護局EPA Methodにも採用されている
高温抽出法（HE）4）及び高圧流体抽出法（PFE）5）を底質
試料中のPAHs分析に適用し、その定量値からUEとの比
較検討を行うとともに、抽出前の試料の扱いについても検
討を行った。

２　方法
２．１　対象物質
　本検討で対象とした物質は、ナフタレン、アセナフチレ
ン、アセナフテン、フルオレン、フェナントレン、アント
ラセン、フルオランテン、ピレン、ベンゾ[c]フェナントレン、
ベンゾ[a]アントラセン、クリセン、ベンゾ[b]フルオラン
テン、ベンゾ[j]フルオランテン、ベンゾ[k]フルオランテン、
ベンゾ[a]ピレン、インデノ[�,2,3-cd]ピレン、ジベンゾ[a,h]
アントラセン、ベンゾ[ghi]ペリレン、ジベンゾ[a,h]ピレン、
ジベンゾ[a,i]ピレン、ジベンゾ[a,l]ピレンである。このうち、

ベンゾ[b]フルオランテン、ベンゾ[j]フルオランテン、ベン
ゾ[k]フルオランテンは3つの合計を、ジベンゾ[a,h]ピレン、
ジベンゾ[a,i]ピレン、ジベンゾ[a,l]ピレンについても同様に
合計値で検討した。

２．２ 分析方法
　試料には、装置による測定誤差を最小限にするため、北
海道内でもPAHs濃度が高濃度である室蘭港の底質試料を
用いた。この底質試料の含水率は37.4 ％だった。

２．２．１　前処理方法
　抽出前の処理として、室温での風乾（AD）、フリーズ
ドライ（FD）及び遠心分離による脱水（SD）を選んだ。
SDは3000 rpm、�0分間で行った。ADあるいはFD処理さ
れた底質試料は粉状に粉砕してから抽出に供した。抽出に
供した試料量は、AD及びFD試料で2g、SD試料で5gとした。
抽 出 装 置 は、PFEに はDionex ASE 300、HEに はBuchi 
B-8��、UEにはPasolina USC-�を用いた。PFEの抽出条件
を表１に示す。HEの抽出溶媒には、乾燥試料にはアセト
ン/ n-ヘキサン（�:�, v/v）を用い、SD試料にはアセトン
を用い、いずれの場合も約260 mL用いた。ヒーターは上
部を3（約30 ℃）、下部を�（約�0 ℃）に設定し、抽出時
間を3時間とした。UEの抽出溶媒は、HEと同様に乾燥試
料にはアセトン/ n-ヘキサン（�:�, v/v）を用い、SD試料
にはアセトンを用い、いずれの場合も20 mL用いた。抽出
時間は�0分間とし、繰り返し回数を3回とした。トルエン
を用いてPFEで抽出した場合には、n-ヘキサンへの転溶を
行った。また、SD試料の抽出液はn-ヘキサンへの転溶と

底質中の多環芳香族炭化水素の抽出法の検討

田原　るり子

要�　　　　約

　底質試料中の多環芳香族炭化水素の分析法に関して、試料の前処理及び抽出法について検討した。前処理
は、試料の乾燥方法について風乾と凍結乾燥の比較を行い、抽出方法については高温抽出法、高圧流体抽出
法及び超音波抽出法を用いた場合の抽出効率の比較検討を行った。その結果、乾燥方法は両者とも抽出効率
はほぼ同じで低分子量物質の揮発の影響の違いは見られなかった。また、試料中の水分は、抽出効率の低下
や測定値の“ばらつき”の原因となることがわかった。抽出方法については、抽出溶媒にトルエンを用いた
高圧流体抽出法では、抽出効率は高まったが、分子量の小さいPAHsの測定値に“ばらつき”が認められた。
さらに、どの抽出法によっても、ナフタレンの測定値に“ばらつき”が認められた。

Key Words: 高圧流体抽出法、高温抽出法、底質試料、多環芳香族炭化水素
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無水硫酸ナトリウムによる脱水を行った。抽出物は濃縮後、
5%含水シリカゲルを用いたカラムクロマトグラフィーで
精製を行った6）。

２．２．２　測定方法
　精製試料の濃縮後、内標準物質として、ナフタレン-d8、
アセナフテン-d�0、フェナントレン-d�0、クリセン-d�2、ペリ
レン-d�2の混合溶液を加えた。測定はGC/MS HP5�72で行
った。キャピラリーカラムは長さ�5m、内径0.25mm、膜
圧0.25μmのHP-5を用いた。注入はスプリットレスモード
で行った（スプリットバルブは2分間閉じた）。カラムの温
度は初期温度40℃、その後�20℃まで毎分20℃で、280℃ま
で毎分7℃で上昇させた。注入口の温度は250℃とし、キャ
リアガスにはヘリウムを用いた。

３ 結果と考察

３．１　試料中のPAHs濃度
　底質試料中のPAHs濃度を、①FD処理→PFE（FD-PFE）、
②FD処理→HE（FD-HE）、③FD処理→UE（FD-UE）、
④抽出溶媒のトルエンを用いたFD-PFE（FD-PFE Tl）、
⑤AD処理→PFE、⑥AD処理→HE（AD-HE）、⑦SD処理
→HE（SD-HE）及び⑧SD処理→UE（SD-UE）の8つの方
法で処理を行い測定した。これらの方法で測定したPAHs
濃度と繰り返し回数3での相対標準誤差を表２に示す。一
部の方法を除いてナフタレンの濃度のばらつきが非常に大
きかった。このため、以後、ナフタレンは他のPAHsと分
けて検討を行うこととする。抽出効率の比較を行うため、
各方法による分析値を①FD-PFEによる分析値で除した値
を「抽出率」とし、抽出率の比較とばらつきで前処理方法
の検討を行う。

３．２　試料中水分の抽出効率への影響
　PAHsは疎水性が高いため、試料中の水分が高いほど、
抽出効率が低くなると予想される。このため、試料中の水

分の抽出効率への影響を検討するために、乾燥試料②FD-
HE及び③FD-UE、含水試料として、⑦SD-HE及び⑧SD-
UEの抽出率の比較を行った。図１に各物質の抽出率を示
す。その結果、⑧SD-UEの抽出率が低く特にジベンゾピ
レンの抽出率が低いことがわかった。抽出にHEを使用し
た⑦SD-HEは乾燥試料をHEで抽出した場合とほぼ同じ抽
出率が得られたが、表２に示すばらつきが他の方法と比べ
大きく、水分の影響を受けていると考えられる。また、③
FD-UEの結果から、汎用性の高い抽出法であるUEを用い
る場合は、乾燥試料を供すること高い抽出率が得られるこ
とがわかった。以上の検討から、含水試料に対しては、
UE及びHEのどちらも十分な抽出方法とはいえなかった。
なお、SD試料をPFEで抽出することは、装置内に水分が
残ること、その水分が別の試料の抽出を妨害することを懸
念したため検討しなかった。

３．３　試料の乾燥方法の検討
　試料の乾燥方法としてFDとADの２つの方法を比較し
た。FDでは低温かつ短時間で乾燥できる一方で気圧が低
く、ADはその逆であり、どちらの方法でも揮発性の高い
分子量の小さい物質の揮散による損失が懸念される。④
FD-PFE Tlでばらつきの大きかったアセナフチレン、アセ
ナフテン及びフルオレンのFD及びAD試料の濃度とばら
つきを比較する。比較には①FD-PFE、②FD-HE、⑤AD-
PFE及び⑥AD-HEの結果を用いた。表２に示すとおり、
これら４つの方法による測定値には違いが見られず、底質
試料の乾燥方法は、測定に影響を与えないことがわかった。

３．４　抽出方法の検討
　乾燥試料を用いて抽出方法の比較を行った。比較した抽
出法は、①FD-PFE、②FD-HE、③FD-UE、④FD-PFE Tl
の４つとした。トルエンを用いたPFEによる抽出は「底質
中のダイオキシン類簡易測定法マニュアル」7）に採用され
ている方法である。これら４つの抽出率を図２に示す。抽
出溶媒をアセトン/ n-ヘキサン（�:�, v/v）とした場合、ど
の方法を用いてもほぼ同じ抽出率が得られた。④FD-PFE 
Tlについては、他の方法より抽出率が分子量に関係なく約
１割高くなった。表１に示すとおり、PFEにおける抽出溶
媒をトルエンとすることで、抽出条件が大きく変わったが、
このうちどのパラメータが抽出率の上昇に寄与しているか
は不明である。一方で、表２に示すとおり、分子量の小さ
いアセナフチレン、アセナフテン及びフルオレンのばらつ
きが大きくなった。これは、抽出後の濃縮を高温あるいは
低圧で行う必要があること、また、その後の精製のために、
n-ヘキサンへの転溶を確実に行う必要があること、この両
者が分子量の小さい物質の揮散の原因となり、ばらつきが
大きくなっていると考えられる。

表１　Dionex ASE 300の抽出条件

抽出溶媒 トルエン
アセトン/ n-ヘ
キサン(1:1, v/v)

Pressure (psi) 1500 1500 
Temperature (°C) 150 100 

Static time (min) 15 5 

Flush volume (%) 150 100 

Purge time (min) 1 1 

適応試料 FD 試料
FD 試料

AD 試料
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３．５　ナフタレン分析のための操作
　以上の検討から、底質試料中のナフタレンを除くPAHs
の抽出は、抽出溶媒にアセトン/ n-ヘキサン（�:�, v/v）
を用いた場合、どの方法で抽出しても測定値に違いが見ら
れず、ばらつきも小さいことがわかった。しかしながら、
ナフタレンは高揮発性の物質であるため、底質試料の乾燥
中における揮発による損失が懸念される。表２に示すとお
り、ナフタレンの濃度が一番高くばらつきが小さい測定方
法は⑥AD-HEだった。しかしながら、この結果は、この
方法がナフタレンの分析に最適な方法であることを示して
いるのか、偶然によるものかは不明である。ナフタレンの
分析法については、ナフタレン-d8をサロゲートに使用し、
内標準物質で回収率の確認を行って検討する必要がある。

４　結論

　本検討では、室蘭港底質試料を用いて、底質試料中の
PAHsの分析法について検討を行った。その結果を次にま
とめる。

・試料中の水分は抽出効率の低下や測定値が大きくばらつ
く原因となる。

・乾燥方法は測定値に影響を与えなかった。
・抽出法については、トルエンを用いてPFEで抽出を行っ

た場合、抽出率が高くなったが、分子量の小さいアセナ
フチレン、アセナフテン及びフルオレンの測定値にばら
つきが見られた。

　以上のことから、底質試料中のPAHsの分析には、乾燥
試料を用い、以下の方法で分析することが適当であるとい
う結論を得た。
・分子量が小さい物質を対象とする場合は、アセトン/ n-

ヘキサン（�:�, v/v）を抽出溶媒に用いる（抽出方法は
問わない）。

・分子量が小さい物質を対象としない場合は、トルエンを
抽出溶媒にする（ただし検討した抽出法はPFEのみ）。

　ナフタレンの分析については、今後の検討課題である。
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Comparison of extraction methods, the hot soxhlet 
extraction and the pressurized fluid extraction, with 
the sonicattion extraction in the determination of 

PAHs
Tahara Ruriko

Abetract
　Two extraction techniques, the automated soxhlet 
extraction and pressurized fluid extraction were applied 
to polycyclic aromatic hydrocarbons （PAHs） for 
highly polluted harbor sediment. And the extraction 
efficiencies were compared with that of ultrasonic 
extraction, which is widely used for the determination of 
organic compounds in solid materials. In addition, sample-
handling techniques before extraction, air drying, freeze 
drying and spin drying were compared. Results indicated 
as follows; （�） In the case of the sediment sample, 
moisture causes decrease in extraction efficiencies and 
increase in scattering of the PAHs concentration. （2） 
The manner of drying the sample does not influence the 
PAHs determination. （3） Although PFE with toluene 
as extraction solvent increases extraction efficiencies, 
it also increases the scattering of the concentration of 
PAHs with small molecular weight.
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底質中の多環芳香族炭化水素の抽出法の検討
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北海道内河川水中の界面活性剤の濃度分布

 

１　はじめに

　界面活性剤は家庭用･工業用洗浄剤、表面処理剤、乳化・
分散剤などに用いられ、人々の生活に深く浸透している。
その一方で、界面活性剤による環境への影響が指摘されて
おり、環境中での挙動についての知見の蓄積が求められて
いる。
　ここでは、北海道内主要河川の界面活性剤の分布を把握
するために、平成�6年度に採取・前処理された石狩川、十
勝川、常呂川の3河川の水質試料中の界面活性剤の濃度に
ついて調査を行った。調査対象物質は、有機フッ素化合物
であるペルフルオロオクタンスルホン酸（以下「PFOS」

と略す）及びペルフルオロオクタン酸（以下「PFOA」と
略す）、非イオン界面活性剤であるポリ（オキシエチレン）
＝ノニルフェニルエーテル（別名：ノニルフェノールエ
トキシレート。以下「NPE」と略す）及びポリ（オキシ
エチレン）＝オクチルフェニルエーテル（別名：オクチル
フェノールエトキシレート。以下「OPE」と略す）、陰イ
オン界面活性剤で直鎖アルキルベンゼンスルホン酸（以下

「LAS」と略す）とした。これらの構造式を図１に示す。
　調査対象物質である有機フッ素化合物は化学的安定性、
熱安定性、耐薬品性に優れており、撥水剤、消火剤、表面
処理剤に広く利用されてきた。しかしながら、一部の有機
フッ素化合物は難分解性で、広範囲の環境水や野生動物中

北海道内河川水中の界面活性剤の濃度分布

田　原　るり子

要�　　　　約

　北海道内主要河川である石狩川、十勝川及び常呂川の３河川の水質試料中の界面活性剤の濃度を測定した。
その結果、常呂川で78 ～ 270 ng/Lのポリ（オキシエチレン）＝ノニルフェニルエーテルが検出された。こ
の物質が高濃度で検出された地点では、ポリ（オキシエチレン）＝オクチルフェニルエーテルの濃度も高く
なる傾向が観られた。試料採取地点周辺の土地利用状況や、PRTRデータから、これらの物質は農薬に使用
されたものである可能性が高く、流域中の畑作面積に対し流量の少ない常呂川で、高濃度で検出されたと考
えられる。

Key Words: 河川水、界面活性剤、畑作農薬

図�　調査対象物質の構造式
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に存在することが明らかとなり、地球規模での汚染が問題
となっている�）。このうち、PFOSは残留性が高いことから、
200�年5月にPOPs条約の付属書Bに追加され、それを受け
て国内でも今年4月に化審法第一種特定化学物質に追加さ
れた物質である。またその類縁物質であるPFOAについて
も同様に残留性が指摘されており、国内でもこの物質によ
る汚染が高い地域があることが報告されている2）。現在の
ところ北海道内においてはPFOS及びPFOAによる汚染は
報告されていないが、北海道内環境水中のこれらの物質の
濃度を把握することは今後の動向と合わせて重要である。
また、非イオン界面活性剤であるNPEとOPEは、家庭用
洗剤には使用されていないが、工業用界面活性剤や分散剤

などに使用されている他、展着剤として農薬にも使用され
ている3）。NPE及びOPEの最終的な生分解生成物であるノ
ニルフェノールとオクチルフェノールは魚類に対する内分
泌かく乱作用が推察されており4）、産業界ではこの物質の
代替に取り組んでいる事業所が多い5）。これら産業界の取
り組みが環境にどのように反映されているかを知る上で、
環境水中のこの物質の濃度を把握することは重要である。
ここでは、エチレンオキシド（EO）の付加モル数（n）が
NPEは�から�5のものを、OPEは�から�0のものを対象と
した。LASは陰イオン界面活性剤の一種で、代表的な界面
活性剤の�種である。8割が家庭用洗濯洗剤に利用されてい
る6）。この物質は深刻な水質悪化を引き起こした分枝型ア
ルキルベンゼンスルホン酸塩（別名ABS）に代わって使
用されるようになったもので、水環境保全に向けた取組の
ための要調査項目の�つである。ここではアルキル鎖の炭
素数が�0から�4のものを対象とした。

２　方法

２．１　調査時期
　いずれの河川も平成�6年秋に試料採取を行った。石狩川
では8月23日から24日に上流から日東吊橋、永山橋、納内橋、
砂川大橋、石狩大橋、石狩河口橋の６地点で、十勝川は�月
2�日に上流から共栄橋、中島橋、すずらん大橋、十勝中央
大橋、十勝河口橋の5地点で、常呂川は�月28日に上流から

表�　各河川の調査地点

図2　調査対象地点

河川
地点名

（上流から）

地点までの

流域面積

(km2)a)

主な土地利用(km2)b)
平均

流量 c)

(m3/s) 

地点前の

主な合流河川d)森林 田 畑 建物用地

石

狩

川

日東吊橋 600 490 0.51 8.6 0.40 7.1  

永山橋 1400 1100 68 31 7.4 33  

納内橋 3500 2300 380 270 97 83  

砂川大橋 8700 6000 880 680 160 175 空知川

石狩大橋 13000 8200 1500 1200 300 367 夕張川、千歳川

石狩河口橋 14000 9000 1600 1400 480 374  

十

勝

川

共栄橋 830 710 0 43 1.4 36  

中島橋 1800 1200 0.034 380 18 56 美生川

すずらん大橋 2500 1500 0.094 690 28 62 然別川

十勝中央大橋 4500 2600 2.4 1400 86 112 音更川、札内川、士幌川

十勝河口橋 8400 5100 3.9 2600 121 188  

常

呂

川

日の出橋 620 500 0.34 97 4.6 7.6  

若松大橋 1400 1100 14 240 28 13 無加川

忠志橋 1600 1100 23 300 40 14  

太幌橋 1900 1400 25 360 41 17  

a）国土地理院 数値地図 50mメッシュ（標高）7）を用いて流域界を抽出(平野部においては国土地理院 数値地図25000（地図画像）8)を参考に修正を加えた)
b）国土交通省国土計画局 国土数値情報 土地利用細分メッシュデータ(平成�8年度版)�)を用いて集計。
c）国土交通省水質水文データベース�0）から試料採取当日の平均流量。このうち、該当地点において観測されていない地点については近傍の観測地
　　点や流入河川の流量から推定
d）国土交通省水質水文データベース�0）に掲載されている支流
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北海道内河川水中の界面活性剤の濃度分布

日の出橋、若松大橋、忠志橋、太幌橋の4地点で試料採取
を行った。調査対象地点を図２に、各調査地点の概要を表
�に示す。表中、流域面積及び土地利用面積は有効数字2桁
で表示（3桁目を四捨五入）した。
　 
２．２　測定方法
　 標 準 品 に は、PFOSはFluka製Heptadecafluorooct
anesulfonic acid Potassium salt、PFOAはFluka製
Pentadecafluorooctanoic acid、NPEは林純薬工業製NPE 
MIX-XV、OPEは林純薬工業製OPE MIX-X、LASは関東
化学株式会社製LAS標準原液を使用した。前処理には全て
和光純薬工業製のHPLCグレードの溶媒を、測定には和光
純薬工業製のLC/MSグレードの溶媒を使用した。固相カ
ートリッジにはWaters製 Sep-Pak PS-2を使用しメタノー
ルで洗浄・コンディショニングを行ってから使用した。試
料水�Lを固相カートリッジに吸引方式で通水し、遠心分
離で脱水（3000rpm、5分間）、メタノール�0mLで溶出後、
窒素吹付けで0.5mLまで濃縮し、水：メタノール（�:�, v/v）
混合溶媒で�mLに定溶した。定量はLC/MSで行った。

２．２．１　測定法
　各対象物質のLC/MSの測定条件を次に示す。測定は
全て同一装置を用い、LCはAgilent社製LC �200、MSは
Agilent社製64�0 Triple Quadを用いた。

２．２．１．１　有機フッ素化合物
【LC条件】
カラム：シグマアルドリッチ社製 Ascentis C�8, �5 ㎝, 
　　　　2.�mm, 3 μm
移動相：A: �0 mM酢酸アンモニウム水溶液、B:アセトニ
　　　　トリル
　　0 → 5 min　B：35 → 45％（0.2 mL/min）
　　5 → 2� min　B：70 → �0％（0.2 → 0.25 mL/min）
　2� → 25 min　B：�0 → �0％（0.25 mL/min）
　25 → 26 min　B：�0 → 35％（0.25 mL/min）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Total 32 min
カラム温度：40℃　注入量：�0 μL

【MS条件】
　キャピラリー電圧：3500V　ガス温度：350℃
　ガス流量：��.5 mL/min　ネブライザー：50 psi
　イオン化法：ESI-Negative　測定モード：SRM
　測定種は表２に示す。

２．２．１．２　非イオン界面活性剤
【LC条件】
カラム：ジーエルサイエンス社製 Inertsil Ph-3, �5 ㎝, 
　　　　2.� ㎜, 3 μm

移動相：A: �0 ㎜酢酸アンモニウム水溶液、B:メタノール
　　0 → 5 min　B：70 → 70％ 
　　5 → 20 min　B：70 → 85％ 
　20 → 20.� min　B：85 → �00％ 
　20.� → 25 min　B：�00 → �00％ 
   25 → 25.� min　B：�00 →70％　Total 30 min
流量：0.2 mL/min カラム温度：40℃　注入量：�0 μL

【MS条件】
　キャピラリー電圧：4000V　ガス温度：350℃
　ガス流量：�0 mL/min　ネブライザー：50 psi
　イオン化法：ESI-Positive　
　測定モード：SRM （NPE）、Dynamic MRM （OPE）
測定種は表２に示す
　なお、NPEとOPEはそれぞれ測定した。

２．２．１．３　陰イオン界面活性剤
【LC条件】
カラム：ジーエルサイエンス社製 Inertsil Ph-3, �5 ㎝, 
　　　　2.� ㎜, 3 μm
移動相：A: �0 ㎜酢酸アンモニウム水溶液、B:アセトニト
リル
　　0 → �5 min　B：35 → 45％ （0.25 mL/min）
　�5 → �5.� min　B：45 → �00％ （0.25 → 0.3 mL/min）
　�5.� → �8 min　B：�00 → �00％ （0.3 mL/min）
　�8 → �8.� min　B：�00 → 35％ （0.3 → 0.3 mL/min）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Total 25 min 
カラム温度：40℃　注入量：5 μL

【MS条件】
　キャピラリー電圧：2500V　ガス温度：350℃
　ガス流量：�0 mL/min　ネブライザー：50 psi
　イオン化法：ESI-Negative　測定モード：SRM
　測定イオンは表２に示す。

３　結果と考察

３．１　結果の概要
　各調査地点における界面活性剤の濃度を表3に示す。対
象とした物質は、過去に環境省により全国調査が行われて
おり2）, ��）, �2）、その結果も合わせて示す。LASは全ての地点
で検出されたが、定量下限値未満だった。PFOSについて
は、一部の地点でのみ検出され、その濃度も全国調査結果
と比べ低いものだった。PFOAについては、全調査地点か
ら検出されたが、PFOS及びLASと同様に全国調査結果と
比べると低い濃度だった。一方、NPEは全調査地点で検
出され、更に十勝川の中央大橋と常呂川全地点において高
濃度で検出された。NPEについては、分解生成物がノニ
ルフェノールであることから、詳細なリスク調査が行われ
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ており、その結果環境水中の予測無影響濃度（PNEC）は
0.0� μg/Lとされ3）、十勝川と常呂川ではこの濃度を超過
していた。OPEは著しい高濃度で検出された地点はなか
ったが、NPEの濃度が高い地点において高濃度で検出さ
れる傾向が観られた。

３．２　NPEの環境への排出元
　NPEは「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管
理の改善の促進に関する法律」（化学物質把握管理促進法：
化管法）の第一種指定化学物質に指定されており、毎年都

表2　各物質の測定イオンと条件

種類 物質名
ﾌﾟﾚｶｰｻｰｲｵﾝ

(m/z) 
ﾌﾗｸﾞﾒﾝﾀｰ電圧

(V)

プロダクトイオン

定量イオン

(m/z) 
ｺﾘｼﾞｮﾝｴﾈﾙｷﾞｰ

(V)
確認イオン

(m/z) 
ｺﾘｼﾞｮﾝｴﾈﾙｷﾞｰ

(V)

素
ッ
フ
機
有

物
合
化

PFOS 499 170 99 45 80 65 

PFOA 413 70 369 4 169 14 

剤
性
活
面
界
ン
オ
イ
非

EP
N

NPE1 282.2 50 127.1 5 71.1 25 
NPE2 326.3 100 180.3 5 121.0 15 
NPE3 370.3 100 227.0 4 165.0 12 
NPE4 414.3 100 271.8 8 397.3 4 
NPE5 458.3 100 441.2 8 315.1 4 
NPE6 502.3 150 458. 8 359.2 12 
NPE7 546.4 150 529.3 12 133 20 
NPE8 590.4 150 573.4 12 133 20 
NPE9 634.4 150 133 24 89 28 
NPE10 678.5 150 89 32 133 24 
NPE11 722.5 150 89 36 133 24 
NPE12 766.5 150 133 28 89 32 
NPE13 810.6 200 133 30 89 50 
NPE14 854.6 200 89 44 133 32 
NPE15 898.6 200 89 40 133 32 

剤
性
活
面
界
ン
オ
イ
非

EP
O

OPE1 268.2 85 57.1 7 113 0 

OPE2 312.3 105 181.3 3 
57.1
121.1

22
16

OPE3 356.3 105 227.0 7 
165.1
121.1

15
23

OPE4 400.3 110 271.2 10 
121.1
165.1

25
20

OPE5 444.3 120 315.2 12 
427.3
121.1

7
28

OPE6 488.3 130 471.3 10 
359.2
133.1

15
20

OPE7 532.4 145 133.1 21 277 24 
OPE8 576.4 150 133.1 23 277 24 
OPE9 620.4 160 133.1 24 277 24 
OPE10 664.5 160 133.1 24 277 27 

ン
オ
イ
陰

剤
性
活
面
界

LAS-C10 297.1 170 183 32 119 56 
LAS-C11 311.2 170 183 36 119 56 
LAS-C12 325.2 175 183 40 119 60 
LAS-C13 339.2 190 183 40 119 64 
LAS-C14 353.2 190 183 40 119 64 
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道府県単位での環境への排出量が算出されている。2004年
度の結果から、北海道内では約�0tのNPEが環境に排出さ
れており、その約7割が畑作での農薬散布によるものと推
察されている�3）。表3に耕地面積当りの河川流量を示した。
常呂川流域では、畑の単位面積当たりの流量が小さいため、
農薬散布の影響が現れやすいと考えられる。一方、十勝川
下流域における畑の単位面積当たりの流量は常呂川の日の
出橋のものと同程度だった。このうち、十勝中央大橋では
常呂川流域と同程度のNPE及びOPEが検出された。畑の
単位面積当たりの流量から十勝川の下流域でも常呂川流域

同様に農薬散布の影響が表れやすいと考えられるが、流域
面積が広く、流域全体に農薬散布の影響が現れることは考
えにくく、本調査においてはこの地点だけが高濃度検出地
点であったと考えられる。
　NPEはEO付加モル数が様々な値をもつ物質の集合体で
あるが、一般的な製品ではEOの付加モル数が�0のものが
多い。環境中では、EO鎖が分解されて徐々に短くなる3）。
土壌中でも同様の分解が起きており3）、NPEの組成からど
の程度分解が進んだか知ることができる。表4に高濃度の
NPEが検出された地点のNPEの各物質の濃度を示す。

表3　界面活性剤測定結果

表4　高濃度NPE検出地点におけるNPE濃度 （単位：ng/L）

調査地点
PFOS 
(ng/L) 

PFOA
(ng/L) 

NPE
(ng/L) 

OPE
(ng/L) 

LAS 
(ng/L) 

単位耕地面積当りの流量 a)

(m3/s km2)
田 畑

石

狩

川

日東吊橋 - 0.51 - - - 14 0.82
永山橋 - 0.73 3.6 - - 0.48 1.1
納内橋 - 1.1 5.1 - - 0.22 0.31
砂川大橋 - 6.3 8.1 0.43 - 0.20 0.26
石狩大橋 - 2.9 4.4 0.24 - 0.25 0.31
石狩河口橋 - 7.4 8.8 1.1 - 0.24 0.27

十

勝

川

共栄橋 0.05 1.1 10 1.3 - - 0.77
中島橋 0.04 0.59 19 2.5 - 1600 0.15

すずらん大橋 0.05 0.83 12 1.6 - 660 0.090
十勝中央大橋 0.44 1.1 150 10 - 46 0.079
十勝河口橋 0.08 0.58 17 1.5 - 48 0.073

常

呂

川

日の出橋 0.04 1.0 78 13 - 22 0.078
若松大橋 0.12 0.90 210 18 - 0.92 0.052
忠志橋 0.24 1.7 270 28 - 0.60 0.045
太幌橋 0.25 1.6 160 14 - 0.67 0.046

環境省全国調査 2), 11), 12) 0.07
24

0.55
100

18
150

200
67000

a) 国土交通省国土計画局 国土数値情報 土地利用細分メッシュデータ(平成18年度版)9)
を用いて集計。有効数字２桁で表示（3桁目を四

捨五入）。

EO数

調査地点
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

共栄橋 - 0.6 1.2 0.97 1.2 1.4 1.4 1.2 1.2 1.3 - - - - -
中島橋 - 0.8 1.0 0.89 1.2 1.3 1.9 1.7 2.1 1.9 1.6 1.4 1.5 1.3 0.8
すずらん大橋 - - 1.1 0.7 0.74 0.93 0.97 1.2 1.3 1.2 1.2 1.3 0.98 0.64 -
十勝中央大橋 6.0 12 13 11 14 13 14 13 14 12 10 8.1 5.7 4.2 2.1
十勝河口橋 - - 1.5 1.1 1.2 1.2 1.4 1.6 1.5 1.6 1.5 1.1 1.4 0.95 0.84
日の出橋 - 1.7 5.0 6.2 8.0 8.0 8.8 8.0 7.6 7.0 5.7 4.5 3.0 2.7 2.1
若松大橋 3.0 4.4 11 13 18 18 21 21 23 21 19 15 13 8.9 5.6
忠志橋 14 29 34 29 33 25 23 20 17 14 12 9.5 7.2 5.0 3.1
太幌橋 7.2 19 20 16 17 14 14 13 12 10 7.7 5.6 4.1 2.8 1.3
各物質の濃度は有効数字２桁で表示しているので、合計濃度が表３の濃度と合わない場合がある
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３．３　常呂川におけるNPEについて
　本調査では、常呂川の全ての調査地点で高濃度のNPE
を検出した。各調査地点でのNPEモル組成比を図3に示す。
NPE組成と常呂川の調査地点周辺の状況から、常呂川に
おけるNPEの分布について考察した結果を次のとおりに
まとめる。
　①日の出橋（NPE濃度78ng/L、EOモル付加数5-7を中
心に分布、当日の推定平均流量7.6m3/s）では、上流部あ
るいは周辺の畑における農薬散布と考えられる影響が見ら
れた。また、通常の製品よりもEOの付加モル数が小さく
なっていることから、上流部での農薬散布によるものであ
れば分解が進んでおり、周辺での農薬散布によるものであ
れば、土壌中にある程度留まって分解したものが河川に流
出していると考えられる。
　②若松大橋（NPE濃度2�0ng/L、EO付加モル数7-8を中
心に分布、当日の平均流量�3m3/s �0））では、NPE濃度の
急激な上昇が見られ、EOの付加モル数が多いものの比率
が増加した。この地点のすぐ上流で訓子府川及び流量が大
きく（当日平均流量5.0m3/s �0））畑作地帯を流下する無加
川が流入しており、これらの流入河川に分解が進んでいな
いNPEが高濃度で存在している可能性がある。
　③忠志橋（NPE濃度270ng/L、EO付加モル数2-5を中心
に分布、当日の平均流量�4m3/s �0））では、この河川での最
大のNPE濃度を観測し、EOモル付加数が少ないものの比
率が増加した。表3に示すとおり、この地点では畑の単位
面積当たりの流量が最も小さく、また、流域で最大の畑作
面積を持つ端野地区�4）を越えたところにあり、上流に大き
な流入河川がないことから周辺の畑からの流出によると考
えられる。また、EOのモル付加数が少ないものの比率が
増えたことから、土壌中に留まって分解を受けたものが河
川に流出していると考えられる。
　④太幌橋（NPE濃度�60ng/L、EOモル付加数2-5を中心
に分布、当日の平均流量�7m3/s �0））では、NPE濃度の減
少が見られたものの、組成に変化は見られなかった。流量
に大きい変化が見られずに濃度が大きく減少したのは、忠
志橋付近での高濃度のNPEの流入の影響がこの地点まで
及んでいないためと考えられる。
　常呂川では下流に行くにしたがってEOモル付加数が少
なくなる傾向が見られたが、流域全体を通して土壌中など
ですでに分解されたNPEの流入によるものか、河川流入
後に分解されたものかは不明である。

３．４　十勝川におけるNPEについて
　十勝川については、前述のとおり、全般的にNPEが
PNECを超えた濃度で検出されたが、全国調査結果からは
高濃度とはいえない結果であった。常呂川と同様に高濃度

のNPEが検出された十勝中央大橋については、この地点
だけが高濃度であること、調査地点のすぐ上流で士幌川が
流入していることから、この流入河川の影響が考えられる
が、この地点と上流のすずらん大橋の間では流量が多く畑
作地帯を流下する音更川と札内川が流入しているので、
NPEの排出状況について推察するのは困難だった。

３．５　OPEの排出元について
　OPEはNPEと同様に化管法の第一種指定化学物質に指
定されており、毎年都道府県単位での環境への排出量が算
出されている。2004年度の結果から、北海道内では約�8t
のOPEが環境に排出されており、その約8割が畑作での農
薬散布によるものと推察されている�3）。OPEは、NPEと同
様にEO付加モル数が様々な値をもつ物質の集合体である
が、一般的な製品ではEOの付加モル数が� ～ �0のものが
多い�5）。常呂川における調査地点のOPEの各物質の濃度を
表5に、モル組成比を図4に示す。NPEのモル組成比は調
査地点によって違いが見られたが、OPEのモル組成比は
調査地点による違いが見られず、どの地点でもEOの付加
モル数が4 ～ 5のものが分布の中心だった。このことにつ
いては、それぞれが異なる商品に用いられているため�6）、
使用方法が異なることが要因として考えられるが、NPE
のような組成の違いが見られなかった要因についてはこの
調査では明らかにはできなかった。

３．６　LASについて
　LASは上述の非イオン性界面活性剤と同様に化管法の
第一種指定化学物質に指定されており、2004年度、北海道
内では約480tのLASが環境に排出されており、その約�割
が家庭で使用されたものと推察されている�3）。LASの環境
への排出量が、NPEに比べ5倍以上であるのに対し、本調
査においてはどの地点においても定量下限値未満だった。
これは、NPEが農薬として使用される場合、特定の地域
において特定の時期に使用されるのに対し、LASはどの地
域でも使用され、時期による使用量の変化が少ないためと
考えられる。

４　まとめ

　北海道内3河川の界面活性剤の濃度分布について調査を
行った。その結果LASは検出されず、PFOSは一部の地点
で検出された。また、PFOAは全ての地点で検出された。
これらの濃度は全国調査結果と比較して低濃度だった。
NPEは石狩川の最上流地点を除く全地点で検出され、十
勝川及び常呂川ではPNECを超える濃度で検出された。特
に常呂川の調査地点において高濃度で検出される傾向が見
られた。OPEは高濃度のNPEが検出された地点で高濃度
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である傾向を示した。NPE及びOPEについては、PRTRデ
ータ及び流域の土地利用状況から、これらの地点のNPE
は畑作地域での農薬散布による可能性が高く、流量の少な
い常呂川でその影響が現れやすいと考えられる。NPEは
調査地点によりEOモル付加数に違いが見られたが、OPE
についてはどの地点でもEOモル付加数に違いは見られな
かった。
　北海道内におけるNPEの環境への排出量は、平成20年
度で約�8 tと算出され�7）、試料採取を行った平成�6年度と
比べ増加していることやその利用方法に大きな変化が見ら
れないことから、現在も高濃度で検出される可能性がある。
しかしながら、PNECを超えたNPEが検出された河川水中
のNPEの水生生物への影響については、この調査の結果
だけで判断することはできない。また、この調査において

常呂川の水質が周辺地域の排出動向の影響を受けやすいこ
とが明らかになった。本調査において検出されたNPE及
びOPEは畑で散布される農薬に含まれていたものと考え
られる。このことは界面活性剤だけではなく、農薬原体や
その分解物が河川水に流出している可能性を示している。
農薬原体はNPEよりも水生生物に対する影響が強いこと
が予想され、常呂川やその他農作地帯を流れる流量の少な
い河川においては、流域の使用農薬の濃度の把握が求めら
れる。
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表5　高濃度OPE検出地点におけるOPE濃度

図4　常呂川におけるOPEモル組成比

（単位：ng/L）
EO数

調査地点
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

十勝中央大橋 0.42 0.69 0.98 1.1 1.3 1.3 1.2 1.1 0.98 0.85
十勝河口橋 0.42 0.45 1.5 2.2 2.4 2.0 1.6 1.1 0.94 0.67
日の出橋 0.42 0.30 1.8 3.8 3.9 3.2 2.2 1.5 0.98 0.67
若松大橋 0.42 0.30 1.8 3.8 3.9 3.2 2.2 1.5 0.98 0.46
忠志橋 0.21 0.55 1.9 5.7 6.0 5.0 3.5 2.4 1.5 0.97
太幌橋 0.31 0.36 0.91 2.7 3.0 2.7 1.9 1.2 0.90 0.54
各物質の濃度は有効数字２桁で表示しているので、合計濃度が表３の濃度と合わない場合がある
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Distribution of surfactants in river-water in Hokkaido
Tahara Ruriko

　Several surfactants in three rivers, Ishikari river, 
Tokachi river and Tokoro river, were determined. High 
concentration of polyoxyethylene nonylphenyl ether 
was detected at all points in Tokoro river. At the points, 
polyoxyethylene octylphenyl ether was also detected 
at high concentration compared with other points. 
According to land use around the points and PRTR 
data, it is thought that these surfactants were used as 
agrichemicals. On the Tokoro basin, the farmland area 
is large for the small flow ratio. Therefore, it is thought 
that they were detected at high concentration in the 
area.
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列車を利用したエゾシカの生息状況調査

 

１．はじめに

　北海道における200�年度のエゾシカ（Cervus nippon 
yesoensis）個体数は、���3年度以降で最高に達したこと
が推定されており�）、北海道では、20�0年度から20�2年度
を緊急対策期間として、エゾシカ個体数の増加を抑制する
ために様々な対策を講じることとしている。列車支障件数
は、線路内へ立ち入ったエゾシカによって列車の運行に支
障をきたした件数のことを指し、エゾシカと列車が衝突し
た件数だけでなく、線路内に立ち入るエゾシカによって列
車が停止若しくは徐行した件数も含まれる。北海道では、
各年に発生した支障件数をエゾシカの個体数指数の一つと
して採用している2）。近年、エゾシカ個体数の爆発的な増
加に伴って、支障件数も急激に増加しており、効果的な支
障発生の防止策を検討していくためには、線路周辺におけ
るエゾシカの生息状況を定期的にモニタリングし、支障発
生のメカニズムを明らかにしていくことが必要不可欠であ
る。しかし、線路周辺においてエゾシカの生息状況を調査
した例は、釧網線の一部の区間について報告3）がある程度
でほとんど見られない。また、道内各地を運行する列車は、
同じ路線を定められた速度で定期的に運行するため、列車
に乗車しながらエゾシカの生息状況調査を行うことによっ
て、エゾシカの日周行動や生息地利用の季節的な変化を把
握できる可能性がある。しかし、列車に乗車しながらエゾ
シカの生息状況を調査したという報告例はない。
　そこで本研究では、列車に乗車しながら観察されたエゾ
シカをカウントする調査（以下、「レールセンサス」という。）
を実施することによって、線路周辺におけるエゾシカの生

息状況を明らかにし、モニタリング手法としてのレールセ
ンサスの有効性を検討することを目的とした。

２．方　法

　レールセンサスは、エゾシカによる列車支障が多発す
るJR根室線の釧路駅から根室駅の区間（通称「花咲線」。
以下、花咲線という。）で実施した（図�）。花咲線には、
2�か所の駅（20区間）が設置されており、総営業キロは
�35.4㎞である。調査では、列車の前方乗降口に調査兼記
録員を2名配置し（20�0年4月のみ�名）、左右の乗降口に取
り付けられている窓から目視により観察されたエゾシカの
頭数、性別、齢、生息環境及び線路から発見地点までの距
離をボイスレコーダー（OLYMPUS Voice-treck V-5�）に
記録した。線路から発見地点までの距離は、線路沿い（概

列車を利用したエゾシカの生息状況調査

稲　富　佳　洋

要�　　　　約

　線路周辺におけるエゾシカの生息状況を明らかにするために、列車に乗車しながら観察されたエゾシカを
カウントする調査（レールセンサス）を実施し、モニタリング手法としてのレールセンサスの有効性を検討
した。同一調査日における観察頭数は、日没時刻に近い時間帯で増加したため、線路周辺におけるエゾシカ
の日周行動を反映していると考えられる。また、観察条件が良好な厚岸地区では、他の地区に比べて高い識
別率でエゾシカの群れ構成を把握できることが明らかとなった。レールセンサスによる調査月と列車支障件
数との関係を解析した結果、冬期（�2月～ 2月）は、春期（3月及び4月）に比べて支障が発生しやすいこと
が示唆された。線路周辺におけるエゾシカの生息状況を把握するためのモニタリング手法として、レールセ
ンサスは有効であると考えられた。

Key Words: エゾシカ、列車支障件数、レールセンサス、モニタリング

図�　北海道のJR路線図及び花咲線の位置図

釧路駅

厚岸駅

根室駅

落石駅
尾幌駅
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ね0 ～ �0ｍ）、近距離（概ね�0ｍ～ 50ｍ）、中距離（概ね
50ｍ～ �00ｍ）及び遠距離（�00m以上）にクラス分けし
た。また、観察地点の位置情報を携帯型GPS機（Garmin 
GPSmap60CS）で記録した。GISソフト（ESRI ArcGIS 
ver.8.2）を用いて、鳥獣保護区及び特定猟具使用禁止区域

（以下、「保護区等」という。）に500ｍのバッファを発生さ
せ、バッファを含むエリア内でエゾシカが観察された地点
を保護区等周辺における観察地点とした。
　各調査月におけるエゾシカによる列車支障件数と観
察頭数との関係を明らかにするため一般化線形モデル

（Generalized Linear Model。以下、「GLM」という。）に
よって解析した。応答変数は、各調査月における区間ごと
の支障件数とし、説明変数は、各調査月及び各調査月に
おける区間ごとの観察頭数とした。応答変数は、ポアソ
ン分布に従うと仮定し、link関数は、log link関数とした。
GLMの解析には、R 2.8.0（R Development Core Team）
を使用した。なお、支障件数のデータは、北海道環境生活
部環境局自然環境課を経由して、北海道旅客鉄道株式会社
から入手した。
　調査は、200�年3月及び200�年�2月から20�0年4月にかけ
て実施した。200�年3月は、エゾシカ生息状況の日周変化
を把握するために、同一調査日に4本の列車に乗車してレ
ールセンサスを実施した（表�）。200�年�2月から20�0年4
月にかけては、エゾシカ生息状況の季節的な変化を把握す
るために、�日�本の列車に乗車した。なお、200�年�2月及
び20�0年3月は、2日間で釧路駅～根室駅間の調査を行った。

３．結　果
　同一調査日における区間別の観察頭数を図2に示す。大

部分の区間において最も多くのエゾシカを観察した列車
は、日没時刻に近い時間帯に運行する5640Dだった。エゾ
シカによる列車支障件数は、日没時に多い傾向が見られる4）

一方で、レールセンサスは目視によって調査を実施するた
め、日没後の観察条件は著しく悪化する。これらのことか
ら、200�年�2月から20�0年4月にかけて実施した月別の調
査では、観察条件が比較的良好で、多くのエゾシカが観察
可能である概ね日没3時間前から日没時刻の時間帯に運行
する列車に乗車した（表2）。

　各調査月におけるエゾシカの観察頭数及び観察されたエ
ゾシカのうち保護区等周辺で観察された割合の推移を図3
に示す。�2月～ 2月に比べて、3月及び4月に多数のエゾシ
カが観察された。3月に比べると4月の観察頭数は少なかっ
たものの、4月は片側の乗降口からのみの観察だったこと
を考慮すると、３月とほぼ同水準だった可能性がある。一
方、各調査月に観察されたエゾシカのうち保護区等周辺で
観察された割合は、�2月～ 2月が60％以上だったのに対し、
3月はやや低い50％程度、4月は急激に低下して�0％程度と
なった。また�2月は、線路沿い若しくは近距離でのみエゾ
シカが観察されたが、�月以降は中距離でエゾシカが観察
された。また、2月以降は長距離でもエゾシカが観察され
るようになり、近距離以下で観察されるエゾシカの割合は
低下した（図4）。

表�　同一調査日に乗車した列車の区間及び時刻
乗車日 列車番号 乗車区間 乗車時刻 日没時刻

3月30日 3625D 釧路駅　→　根室駅 05:55‑08:1 3

5628D 根室駅　→　釧路駅 08:22‑10:3 8

5635D 釧路駅　→　根室駅 13:11‑15:2 8

5640D 根室駅　→　釧路駅 16:00‑18:1 7 17:41

*

*　根室の日没時刻（国立天文台　http://www.nao.ac.jp/）

図2　同一調査日に乗車した各列車における区間ごとの
　　　エゾシカ観察頭数
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表2　月別調査において乗車した列車の調査日、区間及び
　　　時刻並びに各調査日の日没時刻
調査月 乗車日 乗車区間 乗車時刻 日没時刻

Dec. 2009 12月21日 厚岸駅　→　根室駅 14:00‑15:28 15:44

12月22日 釧路駅　→　厚岸駅 13:11‑14:0 0 15:45

Jan. 2010 1月29日 根室駅　→　釧路駅 13:50‑16:13 16:25

Feb. 2010 2月19日 根室駅　→　釧路駅 13:50‑16:13 16:53

Mar. 2010 3月24日 釧路駅　→　厚岸駅 16:28‑17:2 9 17:34

3月25日 根室駅　→　厚岸駅 16:00‑17:29 17:35

Apr. 2010 4月16日 根室駅　→　釧路駅 16:00‑18:1 7 18:05

*

*　根室の日没時刻（国立天文台　http://www.nao.ac.jp/）
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図3　エゾシカの観察頭数及び保護区等周辺で観察された
　　　割合の月別推移．4月は調査員�名による片側乗降
　　　口からの観察結果
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列車を利用したエゾシカの生息状況調査

　各調査月におけるエゾシカの観察地点を図5に示す。エ
ゾシカが観察された地点は3つの地区（尾幌地区、厚岸地
区及び落石地区）に集中していた。尾幌地区は、主に森林
や牧草地で観察された。線路周辺には、見通しの悪い森林
やカーブが多かったため、観察条件はあまり良好ではなか
った。また、他の調査月と比べて、4月の観察頭数が多か
った。厚岸地区は、湿原で観察される割合が高く、平坦で
見通しがよかったため、観察条件は他の地区より良好であ
った。また、他の調査月と比べて、3月の観察頭数が多か
った。落石地区は、見通しの悪い森林と観察条件が良好な
ササ群落で観察される割合が高かった。また、どの調査月
においても比較的多くのエゾシカが観察されたが、3月の
観察頭数が最も多かった。
　調査期間中にレールセンサスによって観察されたエゾシ
カの群れ構成を表3に示す。また、レールセンサスによる
エゾシカの性別及び齢の識別精度を評価するために、レー
ルセンサスと同時期（200�年�2月～ 20�0年4月）に道路を
低速の自動車で走行し、エゾシカの群れ構成を把握した
　ロードセンサスの結果も併せて示した。レールセンサス
による識別率（観察頭数のうち性別及び齢を識別できた割
合）は、すべての地区でロードセンサスによる識別率を下
回っていた。その一方で、厚岸地区の識別率は、他の地区
を大きく上回り、ロードセンサスに近い水準の識別率を示
した。

　GLMによる解析結果を表４に示す。各区間の支障件数
とレールセンサスによる観察頭数には、有意な相関が見ら
れ、係数は正の値を示したことから、観察頭数が多い区間
ほど、支障件数が多発する傾向にあることが示唆された。
また、支障件数と調査月にも有意な関係が見られ、�2月、
�月及び2月の係数は正の値を示したことから、同じ観察頭
数の場合、�2月～ 2月は3月に比べて支障件数が多く発生
することが示唆された。

４．考　察

　Ando3）は、線路を横断するエゾシカの頭数が早朝と夕
方に増加することを明らかにし、列車との衝突はエゾシカ
の日周行動と関係があることを述べている。今回のレール
センサスにおいても、日没時刻に近い時間帯に観察頭数が
増加するなど、調査時刻によってエゾシカの生息状況が変
化しており、レールセンサスによる観察頭数の日周変化は、
エゾシカの日周行動を反映していることが示唆された。
　各路線における月別の支障件数は、毎年同様の季節変動
パターンを示すため、エゾシカの季節行動の影響を受け
ていると考えられる4）5）。このうち花咲線は、冬期に支障
件数がピークとなる一山型の季節変動を示す傾向にある5）

が、今回のレールセンサスでは、3月及び4月に比べて�2月
から2月までの冬期における観察頭数が少なかったため、
線路周辺の生息頭数と支障件数の季節的な変動が必ずしも
一致しないことが示唆された。また、GLMの結果からは、
観察頭数が同程度の場合、冬期（�2月～ 2月）は、春期（3
月及び4月）に比べて支障が発生しやすいことが示唆され
た。冬期に支障発生のリスクが高まる要因の一つに、他の
時期に比べて線路近辺にエゾシカが集中していることが考
えられる。レールセンサスにおいて線路沿い若しくは近距
離で観察されたエゾシカの割合が、春期（3月及び4月）に
比べて、冬期（�2月及び�月）で高かったことも、冬期は
線路近辺にエゾシカが集中しているという考え方を支持す
るものと思われる。冬期も除雪されている線路は、エゾシ
カの移動経路などに利用されやすい環境であることに加え

図4　各調査月において観察されたエゾシカの線路から発
　　　見地点までの距離の内訳．4月は調査員�名による片
　　　側乗降口からの観察結果
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尾幌 27 6 72 37 114 256 55.5

厚岸 18 3 54 37 21 133 84.2

落石 16 4 110 66 290 486 40.3

阿寒
* 6 9 224 137 13 389 96.7

*
阿寒地域（国道240号線）で実施された自動車によるロードセンサスの結果

表3　調査期間中（�2月～ 4月）における各地区のエゾシ
　　　カの群れ構成と識別率

表4　GLMによる各月の区間ごとの支障件数とレールセ
　　　ンサスによる観察頭数及び調査月との関係．各調
　　　査月の係数は3月を基準とした場合の推定値

係数 標準誤差 ｚ値 Pr

切片 ‑0.161 0.234 ‑ 0.686 n.s.

観察頭数 0.017 0.001 12.304 <　0.001

調査月

Dec. 2009 1.092 0.260 4.208 <　0.001

Jan. 2010 1.514 0.256 5.909 <　0.001

Feb. 2010 1.053 0.272 3.869 <　0.001

Apr. 2010 0.325 0.286 1.137 n.s.
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て、周辺の積雪が深い場合は、線路外へ逃げ出すことが困
難になり、少ない生息頭数でも支障が発生しやすくなって
いるのかもしれない。また、電波発信機による追跡調査の
結果では、エゾシカに夏の行動圏と冬の行動圏の間を毎年

規則的に往復する「移動個体」がいることが明らかにされ
ており6）、レールセンサスで見られた生息地利用の季節的
な変化は、このようなエゾシカの季節移動と密接に関わっ
ていることが推察される。

保護区等

全期間

尾幌地区

厚岸地区
落石地区

 1～ 5頭
 6～10頭
11～20頭
21～50頭
51～  頭

湿地

牧草地

森林

ササ群落

生息環境　　　　　　観察頭数

〈凡　例〉

図5　各調査月におけるエゾシカの観察地点の推移．図中の○は観察地点及び観察頭数を示す．4月は調査員�名による
　　　片側乗降口からの観察結果
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列車を利用したエゾシカの生息状況調査

　200�年度の尾幌地区及び厚岸地区におけるエゾシカ可猟
期間は、�0月24日から3月28日、落石地区における可猟期
間は、�0月24日から�月3�日までだった。今回、観察され
たエゾシカは、�2月から３月まで半数以上が保護区等の周
辺で観察された一方で、４月に保護区等周辺で観察された
割合は�0％程度に急減しており、可猟期間に保護区等周辺
で観察されるエゾシカの割合は、可猟期間終了後よりも高
い傾向が見られた。近年、エゾシカの捕獲数が伸びていな
い要因の一つとして、強い捕獲圧が継続したことにより、
エゾシカが学習し逃避行動をとるようになったことが指摘
されており2）、保護区等周辺における観察頭数の変化は、
可猟期間における保護区等への逃避行動を反映しているの
かもしれない。今後、捕獲情報を加味したデータ解析を行
うことによって、捕獲圧と生息地利用との関係を明らかに
していくことが重要だと思われる。
　レールセンサスでは、自動車で実施するロードセンサス
のように調査者による速度調整ができない上、調査地域に
観察条件の悪い区間も多く含んでいるため、ロードセンサ
スに比べてエゾシカの識別率が低い水準だった。しかし、
効果的な列車支障の発生防止策を検討するためには、線路
周辺におけるエゾシカの生息状況を把握することが必要不
可欠であり、今回、レールセンサスによって把握された線
路周辺におけるエゾシカの日周行動や季節的な生息地利用
の変化は、列車支障の発生防止策を検討するための基礎資
料として有効である。また、観察条件が良好であった厚岸
地区の識別率は、他の地区を大きく上回り、ロードセンサス
に近い水準の識別率を示した。エゾシカの代表的な越冬地
である阿寒地域では、ロードセンサスによって把握した
エゾシカの加入率と気象条件との関係を解析することによ
って、冬期の死亡要因を明らかにすることが試みられてい
る7）。今後、厚岸地区のように観察条件が良好な区間で把
握された加入率を解析することによって、冬期におけるエ
ゾシカの死亡要因を評価できるのか検討していく必要があ
る。
　定期的にレールセンサスを実施することによって、線路
周辺におけるエゾシカの日周行動や季節的な生息地利用の
変化を把握できる可能性が示された。また、レールセンサ
スによる観察頭数と支障件数との関係を解析することによ
って、支障が発生するメカニズムを解明できる可能性が示
された。線路周辺におけるエゾシカの生息状況を把握する
ためのモニタリング手法として、レールセンサスは有効で
あると考えられた。
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Deer count survey around the railway

Yoshihiro Inatomi,

　I conducted the survey that investigators in a train 
counted the number of sika deer（Cervus nippon） out of 
the window （“railway census”）, in order to examine 
the distribution and abundance of deer around the 
railway. The number of deer increased as the sunset 
came. This suggests that the change in observed number 
of deer reflects the daily activity of deer around the 
railway. The result of analyzing the relationship between 
the monthly number of deer observed by railway census 
and the number of deer-train collision, suggests that 
deer-train collision tend to occur in winter （December 
to February） than in spring （March and April）. Sex 
and age of deer in Akkeshi area was identified more 
easily than in other areas because of good visibility. 
Railway census is expected to be a good monitoring 
method of the distribution and abundance of sika deer 
around the railway.
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Ⅵ　 学会等研究発表

１　学会誌等報文
　（1） 筆頭著者である論文 

ア　北日本における亜硝酸ガス濃度と窒素酸化物由来成分
　　の挙動
　　　著者名：野口泉、林健太郎、加藤拓紀、山口高志
　　　　　　　秋山雅行、大塚英幸、酒井茂克、高木健太郎
　　　　　　　深澤達矢、柴田英昭、藤沼康実、三枝信子
　　　　　　　下鳥稔、遠藤朋美、家合浩明、松田和秀
　　　　　　　角皆潤、原宏
　　　掲載誌：大気環境学会誌, 45, �53-�65.

要旨：フィルターパック法または拡散デニューダ法を用い
て札幌（都市地域）、母子里（田園地域）、利尻（遠隔地域、
海岸部）および天塩（遠隔地域、山間部）において亜硝酸
ガス（HONO）を含む各酸化態窒素の大気濃度を測定し、
その挙動について考察した。HONO濃度は都市地域である
札幌で最も高く、年平均濃度では他の地域の�� ～ 3�倍を
示した。HONO濃度は、都市地域では冬に、遠隔地域で
は夏に高く、田園地域では両方の特徴を示した。また環境
大気中のHONO/NOｘ比はKurtenbach et al.（200�）によ
る直接発生源のそれより大きく、大気中のHONOの生成に
は大気中粒子表面や地表面におけるNO2と水の不均一反応
による二次生成の寄与が大きいと考えられた。地表面での
不均一反応の場合、NO2の沈着により、HONOが放出され
るため、HONOとNO2の濃度勾配には負の相関関係が見ら
れるはずであるが、天塩ではHONOとNO2の高度別濃度差

（30および�0ｍ）に正の相関関係が見られた。また利尻の
HONOとPM�0に有意な相関が認められ,また利尻および母
子里のHONO/NO2と絶対湿度に有意な相関が認められた。
このことから、NO2濃度が比較的低い田園および遠隔地域
では大気中の粒子表面での不均一反応の寄与が大きいと考
えられた。一方、都市部である札幌では地表面における二
次生成の寄与は、特にNO2濃度の高い冬期に無視できない
寄与があると考えられた。さらに冬期の札幌ではHONOお
よびNOとHNO3およびO3は負の相関関係を示した。これは
NO濃度が高い冬期の都市部ではO3濃度が低くなり、NO2

からHNO3および粒子状硝酸塩への変換が進まないためと
考えられた。このように、大気中のHONOの挙動は、大気
中粒子表面や地表面におけるNO2と水の不均一反応による
二次生成に支配されており、NO2濃度、大気中水分、O3濃
度は、この不均一反応に大きな影響を及ぼすと考えられた。

イ　大気からの窒素沈着成分.
　　　著者名: 野口泉、山口高志
　　　　掲載誌：地球環境，�5，���-�20.
要旨：生物の栄養塩として重要な大気中の窒素酸化物由来

の酸化態および還元態窒素の沈着量を把握するには、その
沈着過程ごとに、さらに各沈着過程における成分の形態別
に沈着量を評価しなければならない。本稿では、沈着過程
である湿性および乾性沈着、さらに窒素沈着成分の形態に
ついて、その特性、由来およびその挙動について取りまと
めた。また、現在の我が国における窒素成分沈着量の観測
手法および評価方法を取り上げ、その上で全国における窒
素成分沈着量調査結果、および北海道における詳細な形態
別沈着量を評価した結果から、近年の窒素成分沈着量の状
況を考察した。その結果、全国の状況では平均で7� mmol 
m-2 y-�（�0 ㎏-N ha-� y-�）を超える状況にあることが認めら
れた。さらに都市部およびその近郊では窒素酸化物の乾性
沈着による影響がより大きく、清浄地域および田園地域で
は乾性沈着の寄与は小さいものの粒子状物質の乾性沈着の
寄与が比較的大きいことが認められた。また土地利用では、
特に森林地域で乾性沈着量が大きくなることから、長距離
輸送汚染物質の影響を受けやすい日本海側の森林地域での
観測が重要となると考えられた。

ウ　種数情報を用いた生物多様性の保全上重要な地域の
　　抽出
　　　著者名：高田雅之、鈴木 透、北川理恵、三島啓雄
　　　　　　　小野 理
　　　　掲載誌：国際地図学会誌48（3）：47-56．

（要旨）
Abstract: We aimed to assess the spatial distribution of 
biodiversity on a regional scale and proposed a method 
for extracting important areas for conservation of 
diversity of bird species by using previously recorded 
information about distribution. The areas targeted in this 
study were the Ishikari lowlands, Hokkaid
o, and the surrounding areas（6,800 km2）; the data of 
birds（approximately 75,000 items）obtained in these 
areas were used. The unit of analysis was set to 5-km 
mesh. The following 3 indices were calculated to facilitate 
extraction of important areas from the persp
ective of biodiversity conservation; �0% of the top mesh 
was regarded as important areas. The first index is the 
total number of recorded species, as normalized for each 
environment type. The second index is the abundance 
of valuable species. The third index is the number of 
potential species inferred from the relationship between 
the area of each landscape factor（5 habitats: forest, 
grassland, urban, river and lake, and coast）and the 
number of species recorded. Analysis of component 
ratios of landscape factors in these important areas 
revealed that diversity of birds tended to be higher in 
areas with plural landscape factors than in those with a 
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dominant landscape factor. Subsequently, gap analysis 
for important areas and conservation areas revealed that 
approximately 70% of the important areas are designated 
as protected areas for the total number of recorded 
species and for the number of valuable species, whereas 
33% are designated as protected areas for the number of 
potential species. 
The higher percentage of the former type of protected 
areas indicates that the conservation area was 
established on the basis of previous information. The 
lower percentage of the latter type of protected areas 
indicates that investigation of conservation in these areas 
is needed in the future. We found that important areas 
for the total number of recorded species and those for 
the valuable species nearly overlapped, and this finding 
suggests that many valuable species inhabited the 
regions wherein the diversity of birds was high. Three 
important regions in the Nopporo Forest Park and Lake 
Utonai were found to overlap; these 3 areas are the 
most important areas in this region. The findings show 
that the method proposed in this study for extracting 
important regions based on the relation between the 
previously recorded information and landscape factors is 
of practical value. Moreover, the results suggest that this 
method can contribute to assessment of wider areas for 
biodiversity conservation.

エ　タンチョウへい死個体中の有機リン系農薬の分析
　　　著者名：田原るり子、永洞真一郎
　　　掲載誌：全国環境研会誌35巻第2号（20�0年）、2-6
要旨：釧路市立動物園に冷凍保管されている死因不明のタ
ンチョウ7個体の筋肉組織中のフェンチオン及びフェニト
ロチオンの定量と、その他の有機リン化合物のスクリーニ
ングを行った。�個体の胸筋からフェンチオンが0.068mg/
㎏-wetの濃度で検出された。フェニトロチオンが検出され
た個体はなかったが、ダイアジノンが他の�個体から検出
された。

キーワード：タンチョウ、フェンチオン、ダイアジノン

オ　摩周湖周辺の樹木衰退について大気環境からの要因検討
　　　著者名：山口高志、野口泉、久保島康行、
　　　　　　　渡邊忠
　　　掲載誌：日本森林学会北海道支部論文集第5�号
　　　　　　　p�25-�26　20��年2月
要旨：摩周湖周辺でダケカンバの立ち枯れが目立ってい
る。この原因として大気中オゾンおよび酸性霧の検討を行
った。複数地点でのオゾン濃度の測定結果から,北海道の

西部海岸地域は潜在的に利尻と同程度のオゾン濃度にある
ことが示唆された。春期のオゾン濃度は摩周湖と利尻で植
物に影響のある閾値40ppbを超えることが判明し,北海道の
広い範囲で植生へのオゾン影響が懸念される濃度であると
思われる。酸性霧の濃度は概ね札幌の霧調査結果よりも低
い傾向にあり,直ちに樹木に影響のあるレベルにはないと
考えられる。しかし摩周湖は強風により沈着量が多いと推
察されること,時折強い酸性霧が確認されていることなど
から今後はこれらの程度と影響についての検討を行う。

カ  Relationship between census efforts and the 
number of species encountered in line transect 
censuses of 　　　breeding bird populations in 
woodland and grassland 　　habitats of eastern 
Hokkaido

　  　　著者名：Katsumi TAMADA
　  　　掲載誌：Ornithological Science　�:55-65（20�0）
Abstract: Two 2-km line transects were deployed in 
Kushiro district, Hokkaido, Japan, one in woodland and 
one in grassland. Censuses were conducted 22 times 
along each  
route  dur ing the  same breed ing season .  The 
relationshipbetween census efforts and the number of 
species encountered was examined, and suitable census 
combinations for two-fold census and five-fold census 
were investigated. Furthermore, seasonal changes 
in individual bird numbers for major species were 
examined. Thirty-eight species were recorded along both
routes. In woodland, �4 species considered to have 
established breeding territories along the route and 
were categorized as major species; 24 other species were 
categorized as minor species. Nine species were major 
and 2� were minor species in grassland. For both routes, 
occurrence rates for major species were more than 40%, 
while rates for most minor species were less than 20%. 
To analyze the relationship between census efforts and 
the number of species encountered, I constructed all 
possible combinations of census efforts by using the data 
compiled from 22 visits. The total number of species 
increased with increasing census efforts in both woodland 
and grassland. Approximately �0% of major bird species 
could be recorded in two-fold censuses and ��% in five-
fold censuses. Censuses conducted twice in June or 
once each in May and June can provide census data 
for most bird species including the majority of major 
species along the routes, but do not allow discrimination 
of major and minor species. Five-fold repeat censuses 
allow discrimination of these two categories by using 
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occurrence rates. Furthermore, the number of individual 
songbirds appeared to differ among breeding stages. To 
investigate these seasonal changes, the breeding season 

should be divided into more than five periods, and a 
census should be performed in each period. This protocol 
will also confirm the presence of ��% of major species.
 

表　　　　　　　題 著　　者　　名 誌　　　名
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doi:10.1111/j.1399-0039.2010.0152
8.x
　
Mammal Study, 36: 33-39.

　
哺乳類科学55:157-163.2010
　
Population Ecology,  52: 373-387.

　
酪農学園大学紀要（自然科学 
編）35(1): 1-13.
沿岸域学会誌23(3): 1-7.

（2）　その他のもの （太字はセンター職員）

表　　　　　　　題 著　　者　　名 発行者名（発行年月）
地方環境研究所の今を探る「北海道立総合研
究機構の中の環境科学研究センター」
苫小牧フラックスリサーチサイトにおける森
林生態系環境の総合的観測-モニタリング
データブック
第4次全国酸性雨共同調査平成20年度報告書

　
大気中のアンモニアとエアロゾル中のアンモ
ニウムイオン濃度測定法. 農業由来のアンモ
ニア負荷-その環境影響と対策-
Technical Manual for Wet Deposition Monitoring 
in East Asia-2010. EANET
摩周湖周辺の樹木衰退および大気汚染につい
て
摩周湖周辺の大気環境

岩田理樹
　
分担執筆者
野口　泉
　
分担執筆者
野口　泉
　
大泉毅，村野健太郎，北村洋子，横山
新紀，藍川昌秀，野口泉, 佐藤啓市
　
分担執筆者
野口　泉
山口高志

山口高志

資源環境対策201 0年11月号 
47-51
国立環境研究所　地球環境研究
センター(2010)
　
全国公害研協議会 酸性雨調査研
究部会(2010),全国環境研会誌, 
35,88-138＆179-199
日本土壌肥料学会編,　博友社, 
39-60
　
Scientific Advisory Committee 
of EANET (2010)
第26回全国環境研究所交流シン
ポジウム予稿集（2011年2月）
北方林業 vol.63（2011年2月）

２　報告書、 著書等 （太字はセンター職員）
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摩周湖環境保全と地域を考える（その３）摩
周湖の霧と樹木の調査
「平成22年度化学物質環境実態調査研究委託
業務」実績報告書（道受託研究報告書）
平成22年度大気中残留農薬に係る調査（無人
ヘリ調査）（その他受託研究報告書）
「循環型社会の廃棄物系バイオマス　－利活
用事業成功のためのシステム化－」
摩周湖水中ニッケル及びバナジウム濃度の深
度プロファイルと大気経由人為起源ニッケル
及びバナジウム供給の可能性

衛星リモートセンシングを用いた海鳥類の潜
在的生息域予測モデルの構築
地球温暖化・・・北海道への影響は？
平成22年度　厚岸湖に係る環境基準未達成原
因究明調査結果報告書
平成22年度　紋別海域に係る類型指定見直し
調査結果報告書
サロマ湖環境保全対策管理委員会報告書　　
クマ類の個体群モニタリング手法の確立に向
けて
日本の里山・里海評価 ―北海道クラスタ
－，2010．里山・里海：日本の社会生態学的
生産ランドスケープ―北海道の経験と教訓―
重点研究「ヒグマとのあつれき回避のための
研究（ヒグマ出没ハザードマップ作成に関す
る研究）」研究報告書

環境研究・技術開発推進費「クマ類の個体数
推定法の開発に関する研究」平成22年度報告
書

重点研究「北海道生物多様性保全モニタリン
グに関する研究」研究報告書（平成20年度～
22年度）

石狩地帯の生物多様性－評価と保全のための
モニタリングと技術－

石狩浜海岸草原のマルハナバチ類に何が起き
ているか　in　北海道の自然
平成22年度湿原定期モニタリング調査報告書

絶滅危惧種シマアオジをどう守るか(7)本当に
中国で食べられているのか？（続報）．

山口高志
　
田原るり子、芥川智子、大塚英幸

田原るり子

分担執筆者
阿賀裕英　　
南尚嗣、坂上寛敏、白俊玲、万徳佳奈
子、原田大資、高橋信夫、厚谷郁夫、
深澤達矢、濱田浩美、五十嵐聖貴、藤
江晋、小林拓、田中敦、神和夫
濱原和広、長　雄一

小野　理
福山龍次、三上英敏

福山龍次、三上英敏

福山龍次、三上英敏
間野　勉、佐藤喜和

森本淳子、間野　勉

間野　勉、釣賀一二三、石田千晶、近
藤麻実、長坂晶子、今　博計、寺田文
子、菅野正人、小野寺賢介、阿部友幸、
南野一博、古家真由美、鈴木　透
米田政明、間野　勉、佐藤喜和、釣賀
一二三、根本　唯、藤田昌弘、高橋聖
生、常田邦彦、黒崎敏文、玉手英利、
山内貴義、湯浅　卓、鵜野レイナ、近
藤麻実、三浦慎悟、青井俊樹、東出大
志、松田裕之、堀野眞一、太田海香、
深澤圭太
西川洋子、間野　勉、宇野裕之、長　
雄一、島村崇志、玉田克巳、車田利夫、
稲富佳洋、釣賀一二三、石田千晶、高
田雅之、小野　理、明石信廣、雲野　
明、寺澤和彦、八坂康通、大野泰之、
渡辺一郎、浜村美由紀、塚本康貴、矢
部和夫
西川洋子、間野勉、宇野裕之、玉田克
巳、長雄一、島村崇志、釣賀一二三、
近藤麻実、稲富佳洋、高田雅之、小野
理　他
西川洋子

島村　崇志、西川洋子

玉田克巳

弟子屈町広報誌：広報てしかが
11月号（No.675）
環境科学研究センター
（平成23年3月）
環境科学研究センター
（平成23年2月）
環境新聞社（2010年9月）

分析化学、59(12): 1105-1111

沿岸域学会誌　第23巻第3号
（2011年3月）
しゃりばり（2010年7月号）
平成23年3月

平成23年3月

平成22年7月
哺乳類科学，50: 95-97.
（平成22年６月）
国際連合大学高等研究所
（UNU-IAS）
（平成22年３月）
環境科学研究センター
（平成23年３月）

（財）自然環境研究センター
（平成23年3月）

環境科学研究センター
（平成23年３月）

環境科学研究センター
（平成23年３月）

(社)北海道自然保護協会

環境科学研究センター
（平成23年３月）
北海道野鳥だより160：8-9.2010.
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学会等研究発表

絶滅危惧種シマアオジをどう守るか(8)最終回
　鳥をみて、鳥を守る．
コアカゲラの分布と生息環境

水環境研究37年を振り返って

エゾシカの現状と課題

最新のエゾシカ生息状況～ライトセンサスと
狩猟報告の結果から～
シカと日本の森林：第3章-2　ヨーロッパの
シカ類の管理のしくみ
日本のクマ

JBN地球環境基金助成事業「人里に出没する
クマ対策の普及啓発および地域支援事業」人
身事故に関する取りまとめ報告書

玉田克巳

玉田克巳

沼辺明博

分担執筆者
宇野裕之

稲富佳洋

分担執筆者
上野真由美
坪田敏男、山崎晃司、佐藤喜和、青井
俊樹、釣賀一二三、伊藤哲治、小池伸
介、中下留美子、大西尚樹、泉山茂之、
大井　徹、斎藤正恵、田口洋美、早稲
田宏一、間野　勉、葛西真輔、横山真
弓
山崎晃司、釣賀一二三、間野　勉、青
井俊樹、藤村正樹、野崎英吉、岸元良
輔、小池伸介、丸山哲也、橋本幸彦、
片山敦、横山真弓、澤田誠吾、西　信
介、金澤文吾

北海道野鳥だより161：4-5.2010.

北海道野鳥だより
162：12-14.2011.
水環境学会誌，33(7)：
220-223．2010
しれとこライブラリー⑩　　
「知床の自然保護」斜里町立知
床博物館（H22年12月）
猟友会報第47号（2010年9月）

築地書館（2011年2月）

東京大学出版会
（平成23年2月）

日本クマネットワーク
（平成23年3月）
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演　　題　　名 発　表　者　名 開催場所時期学　会　等　名

IMPROVEMENT OF THE HARVES

T-BASED ESTIMATOR OF A BRO

WN BEAR POPULATION BY APPL

YING AN INDEPENDENT ESTIMA

TION: AN APPROACH TO BEAR 

POPULATION MONITORING IN

 JAPAN

A MAP for finding out MAPS

一ヶ月サンプリング法を用いた大気

中のダイオキシン類及びPCBｓの長

期モニタリングについて

In vitroバイオアッセイを用いる河

川水の曝露モニタリングに関する基

礎的研究－その3：全国河川水試料

の3年間の調査－

タンチョウへい死個体中の有機リン

系農薬の分析

国内11地点における大気中変異原性

物質の分布とPAHの寄与率

全国16都道府県の河川水における遺

伝毒性について

北海道沿岸海域に来遊するトドの肝

臓及び皮下脂肪におけるPCBs全209

異性体の濃度について

The long term trends of snowcover 

components in northern Japan, 

Hokkaido

北海道周辺海域に来遊するトドの肝

臓及び皮下脂肪におけるPCBs異性

体の詳細濃度について

北海道の個体分析により東アジア・

太平洋地域の水鳥類寄生線虫相の一

端を明らかにする（概要紹介） 

野生鳥類・哺乳類・寄生細菌・ぜん

虫類分類同定用DNA検査法の設計

サロベツ湿原におけるササ分布拡大

要因の地理空間的解析

Spatial structure evaluation for envi

ronmental factors in the Sarobetsu 

peatland, Japan

サロベツ湿原における高層湿原植生

からササ群落への遷移過程の解析

超過窒素量を指標とした各種硝酸汚

染軽減対策導入効果の評価

フィルターパック法のポリアミドろ

紙におけるHNO3およびHONOの

アーティファクト

我が国における大気中亜硝酸ガスの

挙動

TSUTOMU MANO, HIROYUKI 
MATSUDA, SHOSUKE NATSUME, 

AND HIFUMI TSURUGA

三島啓雄、小野　理、北川理恵、
高田雅之
姉崎克典、山口勝透、永洞真一郎

白石不二雄、永洞真一郎

田原るり子、永洞真一郎

中島大介、永洞真一郎

影山志保、永洞真一郎

久保渓女、山口勝透、田中俊逸

山口高志、野口　泉、秋山雅行、
大塚英幸、酒井茂克

久保渓女、山口勝透、田中俊逸

吉野智生、長　雄一、　遠藤大二、
浅川満彦

遠藤大二、浅川満彦、村松康和、
吉野智生、金子正美、長　雄一
高田雅之、井上　京、冨士田裕子、
三島啓雄
Takada, M., Inoue, T., Mishima, Y.

藤村善安、高田雅之、冨士田裕子

中辻敏朗、高田雅之、三島啓雄

野口泉、山口高志、林健太郎、
松田和秀

野口泉、山口高志、友寄喜貴、松本
理恵、井上広史、中谷泰治、野中
卓、桑尾房子、林健太郎、松田和秀

19th International Confe
rence on Bear Research 
and Management

第6回GISコミュニティ
フォーラム
第19回環境化学討論会

第19回環境化学討論会

第19回環境化学討論会

第19回環境化学討論会

第19回環境化学討論会

第19回環境化学討論会

国際雪氷学会

日本化学会北海道支部
2010年夏季研究発表会

第16回日本野生動物医
学会大会

第16回日本野生動物医
学会大会
農業農村工学会大会

International Conference 
in Landscape Ecology

植生学会第15回大会

日本土壌肥料学会

第51回大気環境学会年
会

第51回大気環境学会年
会

トビリシ市
平成22年5月

東京都
平成22年6月
春日井市
平成22年6月

春日井市
平成22年6月

春日井市
平成22年6月
春日井市
平成22年6月
春日井市
平成22年6月
春日井市
平成22年6月

札幌市
平成22年6月

函館市
平成22年7月

福岡市
平成22年9月

福岡市
平成22年9月
神戸市
平成22年9月
rno,Czech
平成22年9月

札幌市
平成22年9月
札幌市
平成22年9月
豊中市
平成22年9月

豊中市
平成22年9月

３ 学会発表
（太字はセンター職員）
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学会等研究発表

パッシブサンプラー測定によるアン
モニア濃度の広域分布

ブナ林衰退地域における総合植生モ
ニタリング手法の開発

全国酸性雨調査（70）－乾性沈着
（沈着量の推計）－
森林内におけるオゾン濃度の鉛直プ
ロファイルとその形成要因

森林内におけるオゾン濃度の昼夜別
鉛直プロファイル

東アジアの森林におけるエアロゾル
の乾性沈着観測
国内EANETサイトにおける乾性沈
着量の季節・経年変動及び地域的特
徴（第2報）
試料採取期間の違いによるPM2.5濃
度差に関する検討
大気粉塵の生物活性、化学成分の季
節変動並びに大陸からの長距離輸送
の影響

大気粉塵の炭素成分の季節変動並び
に大陸からの長距離輸送の影響

ダスト濃度計の校正試験法の検討

全国酸性雨調査（69）～乾性沈着
（O式パッシブ法調査結果によるポ
テンシャルオゾンの動向）
摩周湖におけるオゾン濃度とその植
物影響について

北海道におけるＰＭ2.5中金属成分-
都市域とバックグラウンドの比較
ダスト濃度計による微粒子・低濃度
ダストの連続測定

富栄養化湖沼へ流入する栄養塩負荷
と流域環境
北海道沿岸で採捕されたトドにおけ
るダイオキシン類の汚染状況につい
て
北海道沿岸海域に来遊するトドの
PCBs濃度について～全異性体濃度
の検討～

村野健太郎、野口　泉、北村洋子、
大泉　毅、横山新紀、藍川昌秀、
寶示戸雅之
武田真由子、小松宏昭、山根正伸、
野口　泉、山口高志、太田良和弘、
中西隆之、西本　孝、水谷瑞希、
中島春樹、山本哲也、須田隆一、
藤川和浩、清水英幸
松本利恵、野口　泉、藍川昌秀、
林健太郎、八田哲典、松田和秀
大原　信、木村祐紀、毛利武史、
高橋　章、吉田智弘、野口　泉、
木村園子ドロテア、大河内博、原宏
木村祐紀、毛利武史、大原　信、
高橋　章、木村園子ドロテア、
野口　泉、原　　宏
松田和秀、林健太郎、高橋　章、
村尾直人、野口　泉、佐瀬裕之
遠藤朋美、佐藤啓市、家合浩明、
松田和秀、林健太郎、野口　泉、
澤田　清
秋山雅行、大塚英幸

渡辺徹志、秋山雅行、嵐谷奎一、
池盛文数、稲葉洋平、穀内　修、
世良暢之、出口雄也、戸野倉賢一、
鳥羽　陽、長谷井友尋、船坂邦弘
池盛文数、秋山雅行、嵐谷奎一、
池盛文数、稲葉洋平、穀内　修、
世良暢之、出口雄也、戸野倉賢一、
鳥羽　陽、長谷井友尋、船坂邦弘、
渡辺徹志
酒井茂克、丹羽　忍、小暮信之、
田中敏文、瀬賀八郎、石川　誠、
立花祐介
山口高志、北村洋子、横山新紀、
野口　泉、江端英和、家合浩明

山口高志、龍田慎平、渡辺　誠、
酒井茂克、渡邊　忠、久保島康行、
斎藤秀之、野口　泉、小池孝良
大塚英幸、秋山雅行

丹羽　忍　酒井茂克、芥川智子、
秋山雅行、小暮信之、田中敏文、
瀬賀八郎
石川　靖、北川房穂、高田雅之、
山口高志
山口勝透、久保渓女

久保渓女、田中俊逸、山口勝透

第51回大気環境学会年
会

第51回大気環境学会年
会

第51回大気環境学会年
会
第51回大気環境学会年
会

第51回大気環境学会年
会

第51回大気環境学会年
会
第51回大気環境学会年
会

第51回大気環境学会年
会
第51回大気環境学会年
会

第51回大気環境学会年
会

第51回大気環境学会年
会

第51回大気環境学会年
会

第51回大気環境学会年
会

第51回大気環境学会年
会
第51回大気環境学会年
会

日本陸水学会第75回大
会
第16回野生生物保護学
会･日本哺乳類学会2010
年度合同大会
第16回野生生物保護学
会･日本哺乳類学会2010
年度合同大会

豊中市
平成22年9月

豊中市
平成22年9月

豊中市
平成22年9月
豊中市
平成22年9月

豊中市
平成22年9月

豊中市
平成22年9月
豊中市
平成22年9月

豊中市
平成22年9月
豊中市
平成22年9月

豊中市
平成22年9月

豊中市
平成22年9月

豊中市
平成22年9月

豊中市
平成22年9月

豊中市
平成22年9月
豊中市
平成22年9月

弘前市
平成22年9月
岐阜市
平成22年9月

岐阜市
平成22年9月
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北海道知床半島および周辺地域にお
けるヒグマ個体群の遺伝構造

北海道東部エゾシカ個体群の加入率
～年変動とその要因解析

エゾシカによる稚樹採食の嗜好性評
価

北海道知床半島および周辺地域にお
けるヒグマ個体群の遺伝子構造

列車から見るエゾシカの生息状況

摩周湖における透明度の変動要因と
しての植物プランクトン群集

北海道石狩地方の田んぼを利用する
アオサギの生態
PALSAR のオブジェクト分類によ
る水田抽出
地理空間情報を用いた種の多様性の
広域的分布推定
網走川流域における土砂流出実態：
林道網の影響評価
摩周湖における対流圏オゾン濃度と
その植物影響

北海道の大気汚染-発ガン関連物質の
大気内動態について-

北海道石狩地方の田んぼを利用する
アオサギの生態

PM2.5の北海道における現状につい
て

環境汚染？それとも森の栄養？－北の森の
窒素の循環－.「森のちから・北の森の炭素
循環　～天塩大規模植林実験の10年～」
摩周湖周辺の樹木衰退について大気
環境からの要因検討
北海道における森林樹木の個葉に付
着したエアロゾル粒子の観察
国内11地点における大気中ベンゾ[a]
ピレンの変異原性への寄与率
全国10地点における大気浮遊粉じん
及びガス状成分の発がんプロモー
ション活性の季節変動
発光umu試験を用いた河川水の遺伝
毒性について
国内11地点で採取した大気浮遊粉じ
んの変異原性及び遺伝毒性

釣賀一二三、間野勉、小平真佐夫、
山中正実、葛西真輔、増田隆一、

宇野裕之

明石信廣、雲野　明、寺澤和彦、
南野一博、宇野裕之、釣賀一二三、
宮木雅美
釣賀一二三、間野勉、小平真佐夫、
山中正実、葛西真輔、増田隆一

稲富佳洋、車田利夫

五十嵐聖貴、藤江　晋、深澤達矢、
濱田浩美、小林　拓、南　尚嗣、
武内章記、田中　敦
玉田克巳

畑中泰大、木村圭司、本間利久、
高田雅之、小野　理
高田雅之、鈴木　透、北川理恵、
三島啓雄、小野　理
須貝昂平、三島啓雄、高田雅之、
柳井清治
野口　泉、龍田慎平、渡辺　誠、
山口高志、酒井茂克、渡邊　忠、
久保島康行、斎藤秀之、小池孝良
酒井茂克、芥川智子

玉田克巳

秋山雅行

野口　泉

山口高志、野口　泉、久保島康行、
渡邊　忠
渡邊陽子、山口高志

中島大介、永洞真一郎

大森清美、永洞真一郎

影山志保、永洞真一郎

影山志保、永洞真一郎

第16回野生生物保護学
会･日本哺乳類学会2010
年度合同大会
第16回野生生物保護学
会･日本哺乳類学会2010
年度合同大会
第16回野生生物保護学
会･日本哺乳類学会2010
年度合同大会
第16回野生生物保護学
会･日本哺乳類学会2010
年度合同大会
第16回野生生物保護学
会･日本哺乳類学会2010
年度合同大会
日本陸水学会第75回大
会

日本鳥学会2010年度大
会
日本写真測量学会平成
22年度秋季学術講演会
第19回地理情報システ
ム学会
第19回地理情報システ
ム学会
第17回大気環境学会　
北海道東北支部学術集
会（2010）
第17回大気環境学会　
北海道東北支部学術集
会（2010）
自然系調査研究機関調
査研究・活動事例発表
会
第36回全国環境研協議
会北海道・東北支部研
究連絡会議
森林の炭素循環機能に
関する観測研究開始10
周年記念講演会
第59回日本森林学会北
海道支部大会
第59回日本森林学会北
海道支部大会
日本環境変異原学会第
39回大会
日本環境変異原学会第
39回大会

日本環境変異原学会第
39回大会
日本環境化学国際シン
ポジウム

岐阜市
平成22年9月

岐阜市
平成22年9月

岐阜市
平成22年9月

岐阜市
平成22年9月

岐阜市
平成22年9月

弘前市
平成22年9月

習志野市
平成22年9月
函館市
平成22年10月
京都市
平成22年10月
京都市
平成22年10月
山形市
平成22年10月

山形市
平成22年10月

名古屋市
平成22年10月

新潟市
平成22年10月

札幌市
平成22年11月

札幌市
平成22年11月
札幌市
平成22年11月
つくば市
平成22年11月
つくば市
平成22年11月

つくば市
平成22年11月
大韓民国ソウル市
平成22年11月
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学会等研究発表

北海道内河川水中の界面活性剤の濃
度分布

Sulfur and nitrogen deposition in 
Hokkaido during 2003-2007. 

Characteristics of atmospheric 
ozone in Hokkaido
炭中の炭素蓄積量の空間解析
－Carbon Stockとしての湿原－
エゾシカの自然植生に及ぼす影響把
握と保護管理施策への取り組み－湿
原での影響評価手法の開発
渡島半島地域におけるヒグマ捕獲数
の長期データから見た行動の変化
海浜砂丘草原におけるマルハナバチ
類の訪花植物の嗜好性
エゾシカ密度の低下に伴う林床植生
の変化～阿寒国立公園での事例～
北海道東部における子ジカ（Cervus 
nippon）の生存率の密度依存性
北海道・渡島半島のエゾシカ個体群
で発見された特異的なmtDNAハプ
ロタイプについて
エゾシカ高密度生息域における樹
木・林床植生への影響の指標化
エゾシカ解体処理施設の適正配置に
関する研究
北海道石狩地方に生息するアオサギ
の生息地利用
知床岬でのエゾシカによる植生改変
は鳥類にも影響するか？
石狩低地帯における明治時代以降の
土地利用の変遷
分子マーカーを利用した糞便汚染起
源推定法の検討
北海道におけるクローズドシステム
最終処分場の浸出水モニタリング
排ガス中のダスト及びPM2.5の連続
測定の検討

全国14地点における大気粉塵の変異
原性の季節変動及び中国大陸からの
長距離輸送の影響

田原るり子

Izumi　Noguchi

山口高志

高田雅之、井上　京

冨士田裕子、高田雅之、村松弘規、
橋田　金重

間野　勉

西川洋子、島村崇志、原田真実

稲富佳洋、宇野裕之、高嶋八千代、
鬼丸和幸
上野真由美、梶　光一、宇野裕之

山田敏也、寺田千里、竹川聡美、
永田純子、増田隆一、宇野裕之、
齊藤　隆
丹羽真一、渡辺　修、明石信廣、
宇野裕之、荻原　裕
植月智子、吉田剛司、伊吾田宏正、
井田宏之、宇野裕之
玉田克巳

吉田剛司、小荒井衛、玉田克巳、
田澤道広
小野　理、三島啓雄、北川理恵、
高田雅之
永洞真一郎

阿賀裕英、濱原和広、山口高志、
大塚英幸、加藤拓紀
芥川智子、酒井茂克、丹羽　忍、
秋山雅行、小暮信之、田中敏文、
瀬賀八郎
長谷井友尋、穀内　修、秋山雅行、
嵐谷奎一、池盛文数、稲葉洋平、
片岡洋行、岸川直哉、世良暢之、
出口雄也、戸野倉賢一、鳥羽　陽、
船坂邦弘、洞﨑和徳、山口孝子、
渡辺徹志

化学系学協会北海道支
部2011年冬季研究発表
会
WorkshoponAtmosphe
ricDepositioninEastAsi
a2011
第8回大気沈着研究会

日本生態学会第58回大
会
日本生態学会第58回大
会

日本生態学会第58回大
会
日本生態学会第58回大
会
日本生態学会第58回大
会
日本生態学会第58回大
会
日本生態学会第58回大
会

日本生態学会第58回大
会
日本生態学会第58回大
会
日本生態学会第58回大
会
日本生態学会第58回大
会
日本地理学会2011年春
季学術大会
日本水環境学会第45年
会
第45回日本水環境学会
年会
日本化学会第91回春季
年会

日本薬学会第131年会

札幌市
平成23年2月

札幌市
平成23年3月

札幌市
平成23年3月
札幌市
平成23年3月
札幌市
平成23年3月

札幌市
平成23年3月
札幌市
平成23年3月
札幌市
平成23年3月
札幌市
平成23年3月
札幌市
平成23年3月

札幌市
平成23年3月
札幌市
平成23年3月
札幌市
平成23年3月
札幌市
平成23年3月
東京都
平成23年3月
札幌市
平成23年3月
札幌市
平成23年3月
横浜市
平成23年3月

静岡市
平成23年3月
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４　所内発表会（調査研究成果発表会）

化学分析法とバイオアッセイ法のクロスオーバー～国立環境研究所リスク研究センターとの共同研究から～

北海道内河川水中の界面活性剤の濃度分布

北海道沿岸に来遊するトドの肝臓及び皮下脂肪におけるPCBs全209異性体の濃度について

MODIS Level-2雪プロダクトから作成した積雪期間マップの精度検証

地球温暖化対策としての排出抑制と影響軽減～「北海道気候変動観測ネットワーク」設立に向けた取組み～

大気からの窒素沈着成分の形態とその寄与

北海道の対流圏オゾンについて

PM2.5試料採取期間の違いによる濃度差に関する検討

小規模煙道向けダスト濃度計の開発

畜産環境保全対策としての視点から見た河川水質環境

海岸砂丘草原におけるセイヨウオオマルハナバチと在来マルハナバチの訪花パターン

鳥類のラインセンサスにおける調査回数と種数について

独立した推定結果の援用による捕獲に基づくヒグマ個体群動態推定精度の向上

海の生物多様性を測る：定期海洋観測と海鳥類センサスを同時に行う意義及びその成果活用の方向

エンレイソウ属を利用したエゾシカ採食圧の指標化

農耕地周辺を利用するヒグマの行動解析（予報）

植生指標を用いたエゾシカ生息密度の評価手法

日　時　日　時　平成２２年７月５日（月）９：３０～１６：３０
　　　　会　場　ＪＳＴイノベーションプラザ北海道　１階セミナー室
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